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0１ 学校施設長寿命化計画の背景・目的等 

１－１ 背景 

知立市の公共施設は、１９６０年代後半から１９７０年代に建築された施設が多く、今後いっ

せいに更新時期を迎えるが、建替や大規模改修には多額の費用が必要になることから，適切な修

繕等により長寿命化を図ることが必要である。 

（第 6次総合計画改訂版 P110より） 

知立市の用途別の公共施設の状況を見ると、延床面積の構成比では、「学校」が４７．４％で

最も多く、次いで、「文化施設」７．０％、「市営住宅」が６．８％、「保育園」が６．７％、

「庁舎等」が５．９％となっている。 

建築年度による公共施設の延床面積の整理から、多くの施設は、１９７０（昭和４０）年代か

ら１９８０（昭和５０）年に多く建設されている。また、学校については１９８０（昭和５０）

年代までに建築された建物は大半を占め、老朽化が進行している現状がうかがえる。 

（知立市公共施設等総合管理計画 P８、９より） 

 

１－２ 改訂の目的と経過 

２０１３（平成２５）年３月に策定した、「知立市学校施設整備計画」（以下、「前学校施設

整備計画」とする。）は、以下２点を策定目的として掲げ、２０１３年度を起点とし、３０年後の

２０４３年までを計画期間としている。 

 

整備計画策定の目的 

① 知立市が所有する学校施設の長寿命化（施設維持の技術等により従来の改築年数より延ば

すこと）を図る。 

② 財政負担の軽減の検討を行い、将来の知立市財政状況を加味したうえで、施設建物を適正

に維持保全ができるよう、整備（保全）計画を策定する。 

 

また、知立市公共施設保全計画との関係、前学校施設整備計画の見直しについて、次の考え方

を示している。 

 

 

 

 

 

 

本市では、建物の寿命を延ばすこと（長寿命化）と予算の軽減及び平準化を目的に、壊れたも

のを修理する手法（事後保全）から、痛みがひどくなる前に修理する手法（予防手法）に切り替え

計画的に実施する方針を「知立市公共施設保全計画基本方針」として２０１３（平成２５）年３月

に公表し、その基本方針を受け、延床面積１００㎡を超える公共施設３０年間の保全計画を「知立

市公共施設保全計画」（以下、「前保全計画」とする。）として２０１４（平成２６）年３月に公

表している。 

 

知立市では、平成２５年度に知立市全体の公共施設を対象とした「知立市公共施設保全計画（仮）」

の策定業務が予定されており、保全計画では本整備計画の結果を包含することになっている。保全計画

の策定業務にあたっては本整備計画の内容について再構築をする必要が生じる可能性がある。 

 また今後、国等の社会情勢にあわせた見直しも必要と考えている。 
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２０１４（平成２６）年度からは、公共施設等の老朽化、厳しい財政状況、少子高齢化等によ

る公共施設等の利用需要の変化に対応するため、公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点

をもって、更新・統廃合・長寿命化などを計画的に行う検討をし、２０１５（平成２７）年３月に

は公共施設を対象に「公共施設のあり方に関する調査研究」を公共施設白書として公表し、２０１

６（平成２８）年３月には、インフラ資産も対象に含め「公共ストックの総合管理のあり方に関す

る調査研究」を公表した。 

さらに、２０２０（令和２）年３月に、先の２０１４（平成２６）３月に策定した前保全計

画について、計画と保全の実施状況の乖離を解消するため、改訂を行った。 

このような状況から、改訂後の「知立市公共施設保全計画」を踏まえ、知立市学校施設整備

計画の改訂を、「知立市公共施設保全計画改訂版」（以下、「公共施設保全計画改訂版」とす

る。）から抜粋し行うこととし、計画名を「知立市保全計画改訂版 学校施設長寿命化計画編」

（以下、「学校施設長寿命化計画」とする。）に改めることにした。 

１－３ 計画の目的 

本計画は、前学校施設整備計画に引き続き、以下２点を目的として策定する。 

 

学校施設長寿命化計画策定の目的 

① 知立市が所有する学校施設の長寿命化（施設維持の技術等により従来の改築年数より延ば

すこと）を図る。 

② 財政負担の軽減の検討を行い、将来の知立市財政状況を加味したうえで、施設建物を適正

に維持保全ができるよう、整備（保全）計画を策定する。 

 

１－４ 計画の位置づけ 

すでに策定した公共施設保全計画改訂版は、社会問題化する公共施設の老朽化に対して、国が

定めた「インフラ長寿命化基本計画Ｈ２５．１１インフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡

会議策定」に基づく、個別施設計画として位置づけられる。本計画は、「知立市公共施設保全計画

改訂版」の「学校施設上寿命化計画編」として位置づけ策定する。      

 

         図 インフラ長寿命化計画の体系と本計画の位置づけ 

（H25.11） 

ｅ
ｔ
ｃ
… 

ｅ
ｔ
ｃ
… 
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１－５ 計画期間 

本計画の期間は、２０２０（令和２）年度を開始年度とし、２５年後の２０４４年度までとす

る。 

なお、上位計画の見直し、社会情勢や財政状況の変化などに応じ、随時見直しを行うものとし、

計画の実施にあたっては、上位計画と関連付けるものとする。 

（公共施設保全計画改訂版 本編 P３より引用） 

 

 

 ６年間  ５年間 ５年間 ５年間 ５年間 ５年間 

 
学校施設 

       

 

 

 

 

図 学校施設長寿命化計画の計画期間 

１－６ 計画の対象範囲 

学校施設長寿命化計画での対象範囲は、公立小中学校の建物のうち、原則１００㎡以上のもの

とする。ただし、取り壊す予定がある施設、簡易な構造の施設は対象としない。 

 

１）対象施設棟別一覧 

施設名 大分類 棟名称 
建築 

年度 

延床面積 

（㎡） 
構造 複合・併設施設 

知立小学校 学校教育 北棟 1967 4,097 RC  

知立小学校 学校教育 南棟 1965 2,236 RC 花山児童クラブ含 

知立小学校 学校教育 屋内運動場 2004 1,364 RC  

知立小学校 学校教育 プール 1963 557 S  

猿渡小学校 学校教育 北棟 1966 2,416 RC  

猿渡小学校 学校教育 屋内運動場 1970 773 S  

猿渡小学校 学校教育 南棟西 1971 1,329 RC  

猿渡小学校 学校教育 南棟東 1992 597 RC  

猿渡小学校 学校教育 東棟 2007 669 RC  

猿渡小学校 学校教育 プール 1970 277 S  

来迎寺小学校 学校教育 北棟 1967 3,448 RC  

来迎寺小学校 学校教育 南棟 1989 555 RC  

来迎寺小学校 学校教育 屋内運動場 1997 1,225 RC  

来迎寺小学校 学校教育 東棟 2008 927 RC  

来迎寺小学校 学校教育 プール 1975 396 S  

知立東小学校 学校教育 校舎 1966 4,485 RC  

知立東小学校 学校教育 屋内運動場 1972 775 S  

知立東小学校 学校教育 プール棟 1969 347 S  

知立西小学校 学校教育 南棟 1973 4,909 RC  

知立西小学校 学校教育 屋内運動場 1975 1,198 S  

▼ ▼ 

2014 年度スタート

※ 

▼ 

2020年度 見直し期間 

計画期間：2020 年度～2044 年度の 25 年

間 

前計画 

▼ 
2014 2020 2044 
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施設名 大分類 棟名称 
建築 

年度 

延床面積 

（㎡） 
構造 複合・併設施設 

知立西小学校 学校教育 北棟 2005 995 RC  

知立西小学校 学校教育 プール 1974 274 S  

八ツ田小学校 学校教育 南棟 1976 2,782 RC  

八ツ田小学校 学校教育 屋内運動場 1977 858 S  

八ツ田小学校 学校教育 北棟 1976 1,653 RC  

八ツ田小学校 学校教育 プール 1976 191 S  

知立南小学校 学校教育 北棟 1979 4,674 RC  

知立南小学校 学校教育 屋内運動場 1979 858 S  

知立南小学校 学校教育 南棟 2005 1,014 RC  

知立南小学校 学校教育 プール 1979 195 S  

知立中学校 学校教育 校舎 1969 6,072 RC  

知立中学校 学校教育 武道場 1983 952 S  

知立中学校 学校教育 技術棟 1984 742 RC  

知立中学校 学校教育 屋内運動場 2001 1,816 RC  

知立中学校 学校教育 プール棟 1970 710 S  

知立中学校 学校教育 クラブハウス棟・器具倉庫 1975 190 S  

竜北中学校 学校教育 南棟 1977 3,340 RC  

竜北中学校 学校教育 北棟 1977 2,650 RC  

竜北中学校 学校教育 木金工棟 1977 342 S  

竜北中学校 学校教育 屋内運動場 1977 1,555 S  

竜北中学校 学校教育 武道場 1984 474 S  

竜北中学校 学校教育 プール 1977 506 S  

竜北中学校 学校教育 クラブハウス棟 1977 165 S  

知立南中学校 学校教育 南棟 1981 3,459 RC  

知立南中学校 学校教育 屋内運動場 1981 1,500 S  

知立南中学校 学校教育 北棟 1982 2,744 RC  

知立南中学校 学校教育 木金工棟 1982 307 RC  

知立南中学校 学校教育 柔剣道場 1985 495 S  

知立南中学校 学校教育 プール 1982 700 S  

知立南中学校 学校教育 器具庫クラブハウス倉庫 1982 167 S  

 

１－７ 学校施設の目指すべき姿 

知立市は、下記「知立市教育大綱 （平成２８年度～令和２年度）」、「令和２年度知立市学校

教育方針並びに重点努力事項」を踏まえた学校施設施設整備を目指す。 

 

知立市教育大綱 （平成２８年度～令和２年度）  

市民一人ひとりが夢や希望をもって豊かな人生を歩み、平和で民主的な社会の担い手としての

資質を備えられるよう、知立市の教育の基本的方針を定めた。  

１  いのちを尊ぶ態度と、たくましく生きる力を養うために、知・徳・体の調和のとれ 

た学校教育を推進します。  

学校教育の基本方針を定めました。自他の生命や自然を尊重し、様々な課題を自

ら解決していく力、確かな知識や技術、感動する心や自らを律する心、たくましい心

身の育成をめざして、きめ細かで調和の取れた学校教育を進めていきます。  
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２ ふるさとを愛し、自立・協働・創造が息づく社会をつくるために、生涯学習活動を

推進します。  

生涯学習活動の基本方針を定めました。郷土愛や自立・協働・創造が息づく社会

をめざして、全てのライフステージでの切れ目の無い学びを設定するとともに、地域

生涯学習、スポーツやボランティアなどの様々な活動を支援していきます。  

３  豊かな心を育み、潤いのある社会を築くために、伝統文化の継承と文化・芸術活動

を推進します。  

文化・芸術活動の基本方針を定めました。豊かな心を育み、潤いのある社会を築

くために、知立市の歴史的な資産・文化財・祭行事などの適切な保存と活用を進め、

市民による文化・芸術活動を促進するための事業を充実するとともに、活動を支え

る人材や団体を支援・育成していきます。 

 

令和２年度知立市学校教育方針並びに重点努力事項 

いのちを尊ぶ態度と、たくましく生きる力を養うために、知・徳・体の調和のとれた学校教

育を推進する。生きる上で直面する、多様な課題を自ら解決していく力、確かな知識や技術、自

他の生命や自然を尊重する心、自らを律する精神、たくましい心身の育成をめざして、きめ細か

で効果的な学校教育を進めるため、学校教育方針並びに重点努力事項を次のように定める。 

  【学校教育方針】  

１.確かな学力を育む教育を進める。 

２.豊かな人間性を育む教育を進める。 

３.健康や体力を育む教育を進める。 

  【重点努力事項】  

１.確かな学力を育む教育 

学ぶことに興味関心を持ち、個性を生かして他との協働によって考えを深め、知識や情報を

関連付けて課題を解決する姿勢を、発達段階に応じて継続的に指導することにより、思考力、

判断力、表現力等の向上を図る。 

２.豊かな人間性を育む教育 

人権教育や道徳教育、多様な体験活動を充実させることにより、自己肯定感を高め、自他

を大切にする気持ちを育て、態度、多様な考えを受け入れる姿勢、規範意識の高揚を図る。 

３.健康や体力を育む教育 

心身の健康、食や体力に対する意識を高め、望ましい食生活や運動の習慣化を図ることに

より、生涯にわたって安全で健康的な生活を営む資質の育成を図る。 

４.きめ細かな指導の充実 

一人一人の教育的ニーズに即した指導を進めるために、少人数指導や、特別支援教育・外

国人児童生徒教育等の指導法を工夫し、教育環境の充実を図る。 

５.学校・家庭・地域との連携の推進 

学校・家庭・地域との連携を密にするために、積極的に情報発信を行うとともに、保護者、

地域人材の教育活動への参画の推進を図る。 

６.教職員の資質向上と働き方改革の推進 

教職員の自己研鑽を支援し、研修の機会を創出するとともに、教育活動の多面的な見直し

と望ましい働き方の実現を図る。 
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重点努力事項を基本に、求められる学校環境整備を整理すると次のようになる。 

（アンダーライン部分：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 P４９抜粋） 

【重点努力事項】  

１.確かな学力を育む教育 

○主体性を養う空間の充実 

・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促すための環境 

・子供たちの教科書に対する興味関心を引き、自ら学ぶ主体的な行動を促すための空間 

・子どもたちや保護者等が教員を訪れやすい空間 

・社会性を身に付けるための空間 

○効果的・効率的な施設環境 

・習熟度別指導や少人数指導などの、きめ細かい個に応じた指導を行うための空間 

・調べ学習や習熟度別学習、ティームティーチングなどの多様な学習集団・学習形態を展開す

るための空間 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発表な

どに活用して学習効果を高めるためのＩＣＴ環境 

・各教科等の授業を充実させるための環境 

〇言語活動の充実 

・各教科等における発表、討論などの教育活動を行うための空間 

・子どもたちの自発的な学習や読書活動を促すための環境 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発表な

どに活用して学習成果を高めるためのＩＣＴ環境 

○理数教育の充実 

・充実した観察・実験を行うための環境 

○外国語教育の充実 

・外国語活動等におけるジェスチャーゲームなどの体を動かす活動や、ペアやグループでの活

動など、児童生徒が積極的にコミュニケーションを図ることができるような空間 

○学校図書館の活用 

・子供たちの自発的な学習や読書活動を促すための環境 

・調べ学習や習熟度別学習、ティームティーチングなどの多様な学習集団・学習形態を展開す

るための空間 

・各教科等の授業の中での調べ学習や協働学習、観察・実験のまとめや児童生徒の成果発表な

どに活用して学習成果を高めるためのＩＣＴ環境 

〇環境教育の充実 

・地球環境問題への関心を高めるためのエコスクール 

２.豊かな人間性を育む教育 

○快適な学習環境 

・学習能率の向上に資する快適な学習環境 

・バリアフリーに配慮した環境 

〇キャリア教育・進路指導の充実 

・充実したキャリア教育・進路指導を行うための環境 
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３.健康や体力を育む教育 

○運動環境の充実 

・充実した運動ができる環境 

○食育の充実 

・食育のための空間 

〇災害対策 

・地震に強い学校施設 

・防犯機能を備えた学校施設 

〇防犯・事故対策 

・安全で安心な学校施設 

４.きめ細かな指導の充実 

○効果的・効率的な施設環境 

・習熟度別指導や少人数指導などの、きめ細かい個に応じた指導を行うための空間 

・調べ学習や習熟度別学習、ティームティーチングなどの多様な学習集団・学習形態を展開す

るための空間 

〇特別支援教育の推進 

・バリアフリーに配慮した環境 

・自閉症、情緒障害またはＡＤＨＤ等のある児童生徒に配慮した学校施設 

５.学校・家庭・地域との連携の推進 

○快適な学習環境 

・児童生徒の学校への愛着や思い出につながり、また、地域の人々が誇りや愛着をもつことが

できる学校 

・子供たちや保護者等が教員を訪れやすい空間 

・社会性を身に付けるための空間 

〇伝統や文化に関する教育の充実 

・伝統や文化に関する教育を行うための環境 

〇地域の拠点化 

・安全で安心な学校施設 

・バリアフリーに配慮した環境 

・地域に開かれた学校とするための環境 

・地域の生涯学習の拠点となる学校施設 

６.教職員の資質向上と働き方改革の推進 

〇教職員に配慮した空間 

・教職員に配慮した空間 

・教職員等の事務負担軽減などのための公務の情報化に必要なＩＣＴ環境 

１－８ 対象施設の現状 

（１）対象施設 

本市には、小学校７校、中学校３校の合計１０校の学校施設があり、小学校全体の保有面積の

延床面積は４５，０１７㎡、中学校全体は２５，８３９㎡で、小・中学校あわせた保有面積延床面

積は７０，８５６㎡である。 
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小学校の１校あたり保有面積延床面積の範囲は、八ツ田小学校５，４０３㎡～知立小学校７，

８９９㎡となっている。また、中学校の１校あたり保有面積延床面積の範囲は、知立南中学校８，

２４３㎡～知立中学校８，８８９㎡となっている。 

図表 施設一覧 

（令和 2年 5月 1日時点） 

 

※保有面積は、施設台帳（校舎、屋内運動場の合計）より算出 

※建築年度は、教室棟・特別教室棟で最も古い建物の建築年を採用（出典：施設一覧表） 

※人数、学級数は、教育統計より一部抜粋、特別支援児童生徒数、学級数は再掲 

（２）児童・生徒数及び学級数の変化 

令和２年度５月１日時点の、知立市民人口７２，５２３人、（この内０歳～１４歳１０，０５

７人、構成比１３．９％ ）に対して、小・中学校の児童生徒数は、合計５，８９５人となってい

る。 

市内小学校の児童数は、令和２年５月１日現在３，９８８人（１５５学級、特別支援学級２５を

含む）です。児童数のピークは昭和５５年（５，８３６人）で、現在はピーク時の約６８％となっ

ている。 

名 称 住 所 

保有面積

延床面積

（㎡） 

建築 

年度 

児童生徒数 

（人） 

学級数 

（学級） 

通常学級 

在籍者数 

特別 

支援 

通常 

学級 

特別 

支援 

小 

学 

校 

知立小学校 知立市中町花山 70番地 7,899 1963 850 19 31 5 

猿渡小学校 知立市上重原町小針 115番地 5,972 1966 364 6 14 2 

来迎寺小学校 知立市来迎寺町外山 5番地 1 6,337 1967 726 14 27 4 

知立東小学校 知立市昭和９丁目 1番地 5,520 1966 301 20 16 4 

知立西小学校 知立市鳥居一丁目 13番地 2 7,247 1973 648 11 22 2 

八ツ田小学校 知立市八ツ田町川畔 45番地 5,403 1976 391 15 18 4 

知立南小学校 知立市新林町新林 55番地 1 6,639 1979 708 19 27 4 

小学校 計７校  45,017  3,988 104 155 25 

名 称 住 所 

保有面積

延床面積

（㎡） 

建築 

年度 

児童生徒数 

（人） 
学級数 

（学級） 

通常学級 

在籍者数 

特別 

支援 
通常 

学級 

特別 

支援 

中 

学 

校 

知立中学校 知立市広見二丁目 4番地 8,792 1969 673 13 22 3 

竜北中学校 知立市山屋敷町東山 2番地 2 8,039 1977 709 6 21 2 

知立南中学校 知立市新林町本林 20番地 1 8,139 1981 525 25 20 5 

中学校 計３校  25,839  1,907 44 63 10 

小中学校合計１０校  70,856  5,895 148 218 35 
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市内中学校の生徒数は、令和２年５月１日現在１，９０７人（６３学級、特別支援学級１０を

含む）です。生徒数のピークは昭和６０年（２，８２９人）で、現在はピーク時の約６７％となっ

ている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜児童生徒数＞                                    （人） 

 これまでの推移 将来推計 

 1975 1985 1995 2005 2010 2013 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2029 

 昭 50 昭 60 平７ 平 17 平 22 平 25 平 28 平 30 令 2 令 4 令 6 令 8 令 11 

小学

校児

童数 

5,032 4,938 4,026 4,254 4,187 4,087 3,963 3,968 3,988 4,010 4,013 4,011 4,082 

中学

校生

徒数 

1,785 2,829 1,870 1,898 1,982 2,022 2,051 1,947 1,907 1,968 2,053 2,034 1,969 

合計 6,817 7,767 5,896 6,152 6,169 6,109 6,014 5,915 5,895 5,978 6,066 6,045 6,051 

 

＜学級数＞                                     （学級） 

 これまでの推移 将来推計 

 1975 1985 1995 2005 2010 2013 2016 2018 2020 2022 2024 2026 2029 

 昭 50 昭 60 平 7 平 17 平 22 平 25 平 28 平 30 令 2 令 4 令 6 令 8 令 11 

小学校 129 138 125 138 147 144 149 153 155 132 133 137 146 

中学校 42 70 54 55 62 64 65 62 63 59 61 61 61 

合計 171 208 179 193 209 208 214 215 218 191 194 198 207 

（令和２年度教育統計より抜粋）） 
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（３）学校施設の配置状況 

① 知立市都市計画マスタープラン 

知立市都市計画マスタープランでは、 

 

 

 

 

 

 

 

 

と謳っている。 

（知立市都市計画マスタープラン P14） 

知立市都市計画マスタープラン地図 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 各小・中学校の児童生徒数の推移と予測 

知立市では、１９６６（昭和４１）年に日本住宅公団知立団地が建設され、翌年１９６７

（昭和４２）年に知立東小学校が開校されました。その後、区画整理、宅地開発が進められ人

口増に伴い児童生徒数も増加したが、時間の経過とともに減少傾向に傾いた。学校は、生徒児

童数の学区内のバランスを取る形で配置をしてきており、現在小学校 7校と中学校 3校という

形になっているが、特に小学校については、学校によっては、ピーク時と比較し児童数がかな

 

・公共施設については、人⼝増加を踏まえ、求められる機能や配置を考慮し、効率的な運営

を⾏うほか、複合化を検討します。また、計画的な修繕により施設の⻑寿命化を図り、適切

な維持・管理に努めます。 

・子育て世代や高齢者世代の暮らしやすさの向上に向け、生活圏内の施設の充実を図ると共 

に、賑わいと交流あふれるまちづくりに向け、都市的機能整備ゾーンを中⼼に子育て支援施

設や教育施設、社会福祉施設の立地誘導を図ります。 

・学校施設は、将来の児童・生徒数の動向を踏まえつつ、施設の充実を図ります。 
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り減少し、今後の推移を見るとそれぞれの学校ごとで、増加傾向と、減少傾向が進み、特に小

学校で学校間の人数のばらつきが進む可能性があることが読み取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年度教育統計より一部抜粋 
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（４）学校関連経費の推移 

平成２５年度から平成３０年度の６年間の、教育総務費及び建設費関連経費は、約３億７千万

円から９億５千万円で、平均すると６年間では約７億３千万円/年となる。このことから、建設費

等の投資的経費が減少傾向にあることが読み取れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 学校施設の保有量 

建築物は、３０年を経過すると老朽化の進行により、大規模改修が必要となるため、建築年度

からの経過年数を把握する必要がある。現時点で３０年以上経過し、老朽化が進行しており、大

規模改修が必要な公共施設は、全体の７１％に達している。内訳は、経過年数３０年以上４０年

未満が４２％、４０年度以上が２９％となっている。学校は、ほとんどが４０年以上経過してい

る分類に含まる。（以上、知立市公共施設等総合管理計画 P８、９） 
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教育総務費及び建設費決算の推移

中学校

建設費

小学校

建設費

教育総

務費

  教育費決算額の推移   （千円） 

年度 教育総務費 小学校建設費 中学校建設費 合計 

Ｈ２５ 401,597 192,738 242,995 837,330 

Ｈ２６ 431,464 59,837 458,662 949,963 

Ｈ２７ 355,733 89,216 409,966 854,915 

Ｈ２８ 285,583 55,741 463,799 805,123 

Ｈ２９ 291,552 23,264 299,510 614,326 

Ｈ３０ 311,603 42,461 20,813 374,877 
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１－９ 前計画と実績の対比 

（１） 前学校施設整備計画と前保全計画の比較 

平成２５年３月に策定した前学校施設整備計画は、従来型コストを踏まえた後、平準化を図る

ことで全体のコストが下がることを確認し、知立市の他の大型事業も考慮する中「初期集中型平

準化」を図り、更新（建築・設備共）及び改築の項目を設定し事業計画を策定した。 

また、平成２６年３月には、この計画を包含する形で、さらに市全体の公共施設整備のコスト

を把握し、財政上の上限を設定した上で、「限定的保全平準化」を図り、前保全計画を策定した

ことにより、前学校施設整備計画の事業計画の内容にも影響が生じた。 

次ページに、前学校施設整備計画からの削除部分と、前保全計画で追加された学校施設の整備

順の計画表を示す。 
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（２） 前保全計画における修繕費と実績の対比 

公共施設保全計画改訂版では、以下のとおり計画後 2015 年度～2017 年度の修繕の実績について

検証を行い課題の検証を行っている。（以下、知立市公共施設保全計画改訂版一部抜粋） 

① 各工事の対比 

表 各施設の保全計画上の修繕費と実績の対比 単位：千円 

施設名 部位 実施年度 保全計画 実績費 差額 比率 

逢妻保育園 屋根 2015 5,483 7,250 +1,767 1.32 

知立保育園 屋根 2016 3,877 6,961 +3,084 1.80 

上重原保育園 
外壁、内部（屋根追

加） 
2015 53,709 91,272 +37,563 1.70 

知立市役所-庁舎 設備-空調機 

計画：2016 

実施：2016～

2017 

61,922 84,227 +22,305 1.36 

地域福祉センター 設備-空調機 2017 23,769 70,449 +46,680 2.96 

知立南中学校-北棟 全体 2015 182,475 337,593 +155,118 1.85 

竜北中学校-北棟 全体 2015→2017 153,590 357,500 +203,910 2.33 

竜北中学校-南棟 全体 2015→2016 192,595 325,779 +133,184 1.69 

福祉体育館 設備-給油設備 （2017 実施） 0 13,157 +13,157 - 

中央公民館 設備-空調機 （2017 実施） 0 16,427 +16,427 - 

 合計  677,420 1,310,615 +633,195 1.93 

想定される乖離の原因（ｱ）各部材の概略数量と修繕単価に乖離の可能性あり（妥当性が不透明） 

（ｲ） 整備水準や機能向上が考慮されていない（内装の木質化、LED 化等） 

 

② 各年度の対比（2015 年度～2017 年度の 3年分） 

実績は全年度において予定よりも少なく、その差額は年間で最大 5.2 億円/年にも上り、前保全

計画と大きく乖離している。これは、前保全計画において計上されていた多くの工事が先送りさ

れた結果によるものである。 

 

表 前保全計画上における各年度の修繕費と実績 単位：千円 

年度 
前保全計画 

（一部除く） 
実績 差額 比率 

2015 614,319 436,115 -178,204 0.71 

2016 918,490 401,621 -516,869 0.44 

2017 677,162 472,879 -204,283 0.70 

計 2,209,971 1,310,615 -899,356 0.59 

 

１－１０ 乖離の要因と課題（各項目 要因→課題 を記載） 

公共施設保全計画改訂版では、以下のとおり要因と、課題について整理をしている。（以下、公

共施設保全計画改訂版の一部を抜粋加筆） 

（１） 前保全計画上で算出された修繕費との乖離→修繕単価の見直し 

近年の修繕工事では、人件費、安全管理費に対する経費及び修繕工法の変動による乖離が考えら

れるため、修繕費の試算方法の見直しが必要である。 
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（２） 全体的な緊急性を踏まえ、急を要しないと判断し修繕を延伸→事後保全型管理で

もよい建物を選出する。 

前保全計画で工事が予定されていた建物について、劣化が顕著にみられるものの、緊急を要する

状況ではないと判断されたため、延伸した工事がある。このような建物では、事後保全型管理により

必要最低限の修繕のみにし、建替え時期の段階で建物の必要について検討することが好ましいと考え

る。 

（３） 移転等の可能性がある建物の予防修繕を中止→再配置に関する施策が未考慮 

移転案が掲げられているため、予定していた予防修繕を中止した工事がある。施設の再配置に関

する方策が明確な施設については、その方策によって修繕費の積み上げ方法を区分する必要がある。 

（例）移転     ：移転までは必要最小限の修繕（事後保全型管理）とする。 

複合化及び統合：受入側の建物は予防保全、移転側の建物は事後保全とする。 

廃止、譲渡等 ：必要に応じて解体費等を計上する。 

（４） 劣化状況から躯体に支障は無いと判断し、予防修繕を見送り→判定方法の見直し

が必要 

前保全計画では、外壁がＤ２（更新の必要があるが、緊急性は低い状態）判定とされ予防修繕費

が積み上げられていたが、現状で大きな使用（漏水等）が発生していないため、工事が見送られた例

がある。劣化状況について、建物への影響度を考慮した判定基準が必要である。 

（５） 計画段階で予算上限度を超過→工事優先度の設定が必要 

前保全計画における将来工事費は年間平均で 9.4 億円/年と試算されているが、知立市公共施設等

総合管理計画（H29.3）で記載されている過去の投資的経費の平均 7.3 億円/年（新設含む）と比べる

と、年間予定工事費が 2.1 億円超過している。 

建築物の老朽化が加速する中、投資的経費の増額が求められるが、急な増額は実質困難であると

考えられるため、予防修繕について工事の優先性をあらかじめ整理する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

図 「限定的な予防保全」10期間の平準化後の工事費用算出結果（知立市公共施設保全計画 H26.3） 

 

（６） 前保全計画に積みあがらない費用があった→設計費、調査費、仮校舎等の積み上

げが必要 

学校等を大規模改修する場合は、夏休み等の期間内に工事が終わらない可能性があるため、仮校

舎の設置が必要になる場合がある。また、大規模な改修になるほど設計費が高額となり、さらに外壁

がタイル仕上げの場合は打音検査等の詳細調査も必要となってくる。 
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１－１１ 改訂の内容 

学校施設長寿命化計画の内容については、公共施設保全計画改訂版に追随するものとする。内容

は次のとおり。（以下、公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

（１） 劣化に関する判定の見直し 

本計画では、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.12 文部科学省」を参考に主要 6 部

位の劣化状況を判定する。今回は 30 施設について現地調査を実施するが、現地調査を行わない施設

は過年度の調査結果（学校施設は 2012 年度に実施、学校以外の施設は 2013 年度に実施）を基に判定

を見直すものとする。 

表 目視による判定（屋根、外壁）      表 経過年数による判定 

 

 

 

 

 

 

抜粋【学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省 P26】 

（２） 施設別に管理方法を設定 

施設棟別に、これまでの管理等に関する状況と今後の在り方等を確認し、予防保全型管理（長寿

命化を図る施設）と事後保全型管理（長寿命化を図らない施設）に分類し、大規模改修が必要な施設

を明確にする。管理方針の設定にあたっては、各施設の現状と課題を踏まえたうえで、将来における

適正なあり方を検討し、考えられる再配置方策（継続、複合化、統合等）を定めるものとする。 

 

 

図 管理方針のイメージ 

 

（３） 目標耐用年数 

公共施設の目標耐用年数は、「建築物の耐久計画に関する考え方 S63.10 社団法人日本建築学会」

等を参考に、以下のように設定する。前保全計画では、RC 造は 80 年、S 造は 60 年とされていたが、

上記文献から S造でも 80年まで長寿命化可能と判断できる。 

表 公共施設の目標耐用年数 

 

 

 

目視で評価できない

設備類等は、現地状
況に応じて経過年数
で判断する。 

構造形式 
目標耐用年数 

事後保全型管理 予防保全型管理 

RC 造、SRC 造、S 造、PC 造 60 年 80 年 

 

築 60 年 

築 80 年 
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（４） 修繕・改修時期の設定と対策の内容 

施設の機能を目標耐用年数まで維持させるために、定期修繕および大規模改修を実施する。対象部

位は、「屋根、外壁、内装、機械設備、電気設備、屋外」の 6部位とする。 

 

表 対策の内容一覧 

名称 内容 

定期修繕 

（設備以外） 
10年毎（または 15年毎）に必要な範囲での部分的な工事による各部位の機能回復を図る。 

定期修繕 

（設備） 

設備類は突発的に不具合が生じることもあり、機能停止の予測が困難であることを踏まえ、15 年毎に「不具合設備の

更新」を想定する。（修繕規模は、これまで行われてきた大規模改修の実績を参考とする。） 

大規模改修 

（全部位） 

予防保全型管理を行う施設に対して建築後 40 年目のタイミングで行い、全面的に建物の健全度を回復しつつ長寿命化

を図る。また、社会的な要求水準に配慮した改修（省エネルギー対策等）も部分改修として想定する。（内装の大規模改

修は、前保全計画における方針から、学校施設と子育て支援施設を対象とし、それ以外の公共施設は対象外とする。） 

 

（５） 定期修繕・大規模改修に係る費用の設定 

定期修繕・大規模改修において、劣化に対する工事規模は施設によって異なり、特に内装や設備

類においては工事規模が明確になっていないことが多い。工事規模について施設毎のばらつきをなく

し、必要な範囲を事前に想定した内容とする必要がある。 

そこで、定期修繕・大規模改修に係る費用は、近年の市内の公共施設における新築や大規模改修

工事の実績を基に算出する。算出方法は、主要 6 部位（屋根、外壁、内装、機械設備、電気設備、屋

外）のコスト配分率に基づく建替費に対し、実績に基づいて設定した各部位の仕様毎の修繕費率・改

修費率を乗じることで算出する。また、各部位の仕様毎の修繕サイクルも設定する。 

（６） 整備レベルの設定 

公共施設の大規模改修に当たっては、長寿命化やライフサイクルコスト低減等に配慮しつつ、施

設毎の差異が生じないようにしなければならない。ここでは、長寿命化等の効果が期待される仕様を

予め整備レベルとして設定すると共に、本市における整備レベルの統一を図る。 

大規模改修に当たっては、長寿命化に加え、機能向上についても配慮する必要があるが、本市で

は限られた予算で築 40 年以上経過した数多くの施設を改修するため、整備レベルは「長寿命化に向

けた整備レベル」を標準とする。またユニバーサルデザイン化について、「知立市ユニバーサルデザ

イン基本計画(2019.3）」等を踏まえ推進していくものとする。 

（７） 工事の優先度評価 

市内の公共施設は 1970 年代から 1980 年代に多く建設されていることから、これらの改修のタイミ

ングが重なり、費用が集中する可能性がある。そこで、予算制約条件化における費用の平準化を図る

ため、公共施設の工事の優先性について、各施設の劣化状況、劣化部位、施設の重要性を考慮して優

先度評価を行う。 

（８） 公共施設の修繕・建替棟の費用に係る上限額の設定 

過去の実績と総合管理計画における方針から、将来において充当可能な修繕・更新等に係る費用と

して、7.3 億円/年を上限額とする。この上限額に基づき、工事優先度が高い公共施設から工事が実

施されるように年次計画を立案する。 
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２ 建物の劣化状況に関する現地調査（以下、公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

２－１ 劣化状況調査の方法 

（１） 概要 

公共施設保全計画の改訂にあたり、計画対象とする公共施設６１施設のうち、劣化の進展が懸念さ

れる３０施設について、建築物の劣化状況を把握するための現地調査を行った。 

※調査対象外の公共施設は、2012 年度～2013 年度に実施された調査結果を参考に再判定する（第 3

章にて記述）。 

（２） 現地調査の方法と対象部位 

現地調査では、「国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン 一般財団法人建築保全センター」

で大きく分類される 8 部位（屋根、外装、内装、躯体、基礎、機械設備、電気設備、屋外）のうち、

躯体と基礎を除く 6 部位について、各施設の書面調査を基に、建築物の劣化状況について目視にて

確認（必要に応じて打音検査）を行い、部位ごとの健全度について A～D の 4 段階評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 点検項目及び概要図 

（３） 健全度の判定基準 

建築物の健全度の判定基準は、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3」を参考に、

点検対象の部位項目ごとに以下の 4 段階で評価する。 

 

 

 

表 目視による評価の目安 

 

 

 

 

 

抜粋【学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省 P26 一部修正】 

 

 

 

 

 

 

代表的な項目

a 屋根 屋根

b 外装 外壁
c 内装 天井、内壁、床　等
d 躯体 コンクリート、鉄骨、木材　等
e 基礎 基礎
f 機械設備 配管、空調、ポンプ、等
g 電気設備 分電盤、照明　等
h 屋外 舗装等の外構関係

部位

評価 状態 経過年数（目安）

A ・概ね良好（汚れ程度） 20年未満

B ・部分的に劣化 20～40年
C ・広範囲に劣化し、安全上、機能上に不具合発生の兆し 40年以上

D
・著しく劣化し、安全上、機能上に問題あり
（躯体への影響の可能性あり）
（施設運営に支障を与えている）

経過年数に関わら
ず著しい劣化事象
がある場合

目視による評価が困難な場合は、

経過年数による評価も加味する

（設備類等） 
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（４） 各部位の損傷の判定目安 

各部位の損傷について、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省」におけ

る評価基準を参考にして A～D の 4 段階に判定する。以下に各部位の判定基準の抜粋を記載する。 

 

表 屋根における判定基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抜粋【学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省 P28-29】 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏水が発生すると

C 判定以上となる 
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表 外壁における評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抜粋【学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省 P30-31】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏水が発生すると

C 判定以上となる 



 

 

22 

 

 

表 内装、電気設備、機械設備における評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抜粋【学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省 P32-33】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備類については、工事履歴の把握が困難なこと、定期的な保守点検や部品交換等により適切な維持が行われているこ

と、築年数で一様に評価できない状況にあること等を踏まえ、既に顕在化している劣化や不具合を現地にて確認し、目視に

よる評価を基に判定するものとする。ただし、内部配管等の不可視箇所もあることから、経過年数による評価も一部参考に

する。 

例）築年数 40 年以上でも表面上の劣化は軽微で、不具合が生じていない  →B 判定 

例）表面上の錆が広範囲で、劣化の進展により不具合が生じる可能性が高い→C 判定 

（築年数による評価における D 判定は、築年数に関らず著しい劣化現象がある場合としている。） 
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２－２ 調査結果（今回調査した公共施設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 各調査結果の概要については、知立市公共施設保全計画改訂版 P17～P22 に掲載 

 

 

 

 

 

 

 

施設
番号

施設名 所管課 棟名称
建築
年度

屋根 外壁 内装 機械 電気 屋外

1 知立文化広場 生涯学習スポーツ課 かきつばた会館 1979 B B B B B B
1 知立文化広場 生涯学習スポーツ課 ソーラ棟 1979 C B B B B B
2 西丘コミュニティセンター 協働推進課 西丘コミュニティセンター 1987 B B B B B B
4 文化会館 文化課 文化会館 2000 C B C B D B
5 図書館 文化課 図書館 1987 B C B B B B
6 歴史民俗資料館 文化課 歴史民俗資料館 1987 B C B B B B
7 中央公民館 生涯学習スポーツ課 中央公民館 1978 C C C B B B
8 猿渡公民館 生涯学習スポーツ課 猿渡公民館 1979 B B B C B B
9 市民体育館 生涯学習スポーツ課 市民体育館 1981 C C B C B B
10 昭和グランド 生涯学習スポーツ課 管理事務所 1984 B B C B B B
14 知立東小学校 教育庶務課 校舎 1966 C C B C B C
14 知立東小学校 教育庶務課 屋内運動場 1972 C C C B B B
14 知立東小学校 教育庶務課 プール棟 1969 C B C B B B
18 知立中学校 教育庶務課 校舎 1969 C C B C B B
18 知立中学校 教育庶務課 武道場 1983 B B C B B B
18 知立中学校 教育庶務課 技術棟 1984 B B B B B B
18 知立中学校 教育庶務課 屋内運動場 2001 B B B B B B
18 知立中学校 教育庶務課 プール棟 1970 C B B B B B
23 知立保育園 子ども課 園舎 1970 B B C B B C
27 逢妻保育園 子ども課 園舎 1971 B B C B B C
28 高根保育園 子ども課 園舎 1972 C C B B B B
29 新林保育園 子ども課 園舎 1973 B B C B B B
30 八橋保育園 子ども課 園舎 1974 C B C D B C
31 宝保育園 子ども課 園舎 1975 C B C D B B
34 昭和児童センター 子ども課 昭和児童センター 1979 C C B C B B
35 西児童センター 子ども課 西児童センター 1981 C C C B B B
36 花山児童センター 子ども課 花山児童センター 1994 B B B B B B
37 南児童センター 子ども課 南児童センター 2000 C B C B B B
44 昭和老人憩の家 長寿介護課 昭和老人憩の家 1973 D B C B B C
45 老人福祉センター 長寿介護課 老人福祉センター 1981 C C B B B B
47 地域福祉センター 長寿介護課 地域福祉センター 1993 B C B B B B
47 地域福祉センター 長寿介護課 作業棟 1993 B B B B B B
48 身体障害者福祉センター 福祉課 身体障害者福祉センター 1981 C C B B B B
49 かとれあワークス 福祉課 かとれあワークス 2000 C C C B B B
50 保健センター 健康増進課 保健センター 1983 C C B C C B
51 西丘文化センター 協働推進課 西丘文化センター 1981 B B B B B B
52 知立市役所本庁舎 総務課 本庁舎 1978 B C C B B B
52 知立市役所本庁舎 総務課 現業棟 1978 B C B B B B
52 知立市役所本庁舎 総務課 新現業棟 2005 B B B B B B
65 逢妻浄苑 市民課 火葬場 1970 C B B B B C
65 逢妻浄苑 市民課 管理棟 1970 C B B B B B

調査結果
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３ 劣化判定の見直しと計画対象施設の判定結果 

（以下、知立市公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

３－１ 今回調査の対象外施設に対する前保全計画の調査結果の見直し 

（１） 見直しの方針 

本計画において、劣化状況調査を実施していない施設の劣化状況については、2012 年～2013 年に

実施された前保全計画の調査結果を基にするが、部位の劣化等が躯体や維持運営等に与える影響を考

慮するために、前保全計画における判定を一部見直すものとする。 

（２） 評価基準の変更に基づく判定の見直し 

前保全計画では以下の指標に基づき 5 段階の評価を行っているが、評価にあたっては、部位の劣

化等が躯体や公共施設の維持運営等に与える影響を考慮して評価することが望ましい。評価の見直し

については、「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」における指標を参考に行う。評価結果に

ついては、各施設の劣化状況について工事の優先性を判断するための指標とする。 

 

表 前保全計画における評価基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 目視による評価の目安 

 

 

 

 

 

抜粋【学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省 P26 一部修正】 

 

 

 

 

 

評価 状態 経過年数（目安）

A ・概ね良好（汚れ程度） 20年未満

B ・部分的に劣化 20～40年
C ・広範囲に劣化し、安全上、機能上に不具合発生の兆し 40年以上

D
・著しく劣化し、安全上、機能上に問題あり
（躯体への影響の可能性あり）
（施設運営に支障を与えている）

経過年数に関わら
ず著しい劣化事象
がある場合

目視による評価が困難な場合

は、経過年数による評価も加味

する（設備類等） 
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（３） 劣化判定の見直し結果（学校施設を抜粋表記） 

表 調査対象外の施設における劣化判定の見直し結果（1） 

施設名 棟名 
建築

年度 

見直し 

内容 
前保全計画の劣化判定の見直し理由 

知立小学校 北棟 1967 機械 C→D 使用禁止のトイレがあり不具合がでている。経過年数 40 年以上 

知立小学校 南棟 1965 外壁 D2→C 塗装劣化、ひび割れ、雨漏り等あるが、範囲は限定的で剥離の報告なし 

   機械 B→C 配管の錆や高架水槽架台の錆が著しく校舎の経過年数が 40 年以上 

   電気 B→C 電管錆、ボックス錆が全体的で経過年数 40 年以上 

猿渡小学校 北棟 1966 機械 B→C 架台錆や高架水槽配管鉄部の錆は深くないが経過年数が 40 年以上 

   電気 C→B 40 年以上経過しているが、不具合の報告なし 

猿渡小学校 屋内運動場 1970 外壁 D2→C 壁の漏水は無いが、全体的に塗装の劣化や鉄骨の錆がある 

猿渡小学校 南棟西 1971 屋根 C→B 屋根に対する損傷写真が無く、漏水も発生していない 

   外壁 B→D 漏水あり、落下の危険性あり 

猿渡小学校 南棟東 1992 屋根 C→B 屋根に対する損傷写真が無く、漏水も発生していない 

猿渡小学校 東棟 2007 外壁 B→C 南側にシールの破れがあり、壁に漏水痕がある 

猿渡小学校 プール 1970 屋根 C→B 折板の塗装が剥がれているが、漏水はしていない 

   外壁 C→B モルタル面のクラックや支柱の錆はあるが、壁の漏水は無い 

   内装 C→D 更衣室のささくれ、プール床の段差あり（怪我に繋がる） 

来迎寺小学校 南棟 1989 外壁 B→C ひび割れ、エフロ、爆裂あり。範囲は局部的にみられる 

来迎寺小学校 屋内運動場 1997 屋根 B→C ヒアリングシートに放送室からの漏水の記載がある 

来迎寺小学校 東棟 2008 内装 B→C ジャロジーガラスの割れ、床、壁の漏水痕がある 

知立西小学校 南棟 1973 屋根 B→C 屋根の損傷写真は無いが、天井に漏水痕がある 

   外壁Ｃ→Ｄ コンクリートの爆裂・剥がれが多数箇所あり、壁の漏水もある 

   電気 B→C プルボックス錆が目立っており、経過年数 40 年以上 

知立西小学校 屋内運動場 1975 機械 B→C トイレの異臭、40 年以上経過のため、B→C 評価とする 

知立西小学校 北棟 2005 外壁 A→B クラックや白華の跡あり。壁の漏水はない。 

知立西小学校 プール 1974 屋根 C→B 屋根に錆があるが、漏水は無い 

八ツ田小学校 南棟 1976 屋根 B→C 雑草による詰まりがあり、天井に漏水痕がある 

   外壁 C→D 軒下端に爆裂・漏水、軒裏に穴開き、壁に漏水痕あり 

八ツ田小学校 屋内運動場 1977 屋根 C→B 損傷写真が無く、漏水も無い 

八ツ田小学校 北棟 1976 外壁 C→D 軒下端の爆裂、壁面の目地割れ、壁に漏水痕あり 

八ツ田小学校 プール 1976 屋根 C→B 損傷写真が無く、漏水も無い 

   機械 B→C 排水管の錆が深い、ピット蓋の破損、経過年数が 40 年以上 

知立南小学校 北棟 1979 屋根 B→C シート防水の膨れ、ドレーン詰まり、天井ボードの漏水破損あり 

知立南小学校 屋内運動場 1979 内装 B→C 甚大な損傷は無いが全体的に劣化が顕在化し経過年数 40 年以上 

知立南小学校 南棟 2005 機械 C→B プッシュカランのがたつき程度（維持補修程度） 

知立南小学校 プール 1979 機械 B→C ポンプ架台ろ過タンクの錆が著しく経過年数が 40 年以上 

   電気 B→C プルボックスの錆が著しく経過年数が 40 年以上 

知立中学校 クラブハウス棟 1975 屋根 D2→C 錆は深いが漏水はない 

 ・器具倉庫  外壁 C→B 鉄部の錆程度で、漏水はない 

竜北中学校 南棟 1977 屋根 A→C 屋上に水溜りや落ち葉詰まり、天井に漏水痕がある 

   外壁 C→D 漏水の報告はないが、爆裂や浮き等多数、落下の危険性あり 

   内装 C→D 床フロアの浮きや摩耗等の損傷多数。全体的に劣化 

竜北中学校 北棟 1977 屋根 A→C 屋根の損傷写真はないが、ドレーン詰まりと天井の漏水痕がある 

   外壁 C→D 漏水はないが、爆裂、塗膜劣化、浮き等が多数、落下の危険性あり 

竜北中学校 木金工棟 1977 屋根 C→B 渡り廊下屋根の錆はあるが、建物屋根の損傷写真は無く漏水は無い 

   外壁 C→B クラック、窓廻りのシーリング劣化はみられるが、壁の漏水はない 

竜北中学校 屋内運動場 1977 外壁 B→C 漏水はないが窓廻り目地材劣化、ボード欠損等の劣化多数、全体的に劣化 

   内装 C→D 全室の天井ボード欠損、更衣室の窓ガラス割れ、損傷多数、全体的に劣化 

   機械 B→C 男子更衣室の手洗い破損あり 

竜北中学校 武道場 1984 機械 B→C 排煙装置が故障し開閉不可 

竜北中学校 プール 1977 屋根 C→B 損傷写真が無く、漏水も無い 

   内装 C→D プールサイド床のモルタル欠損箇所が多い（怪我の可能性） 

竜北中学校 クラブ 1977 屋根 C→B 屋根の錆はあるが、漏水は無い 

 ハウス棟  内装 B→C 甚大な損傷は無いが、経過年数が 40 年以上 
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表 調査対象外の施設における劣化判定の見直し結果（2） 

施設名 棟名 
建築

年度 

過年度評価 

の変更内容 
前保全計画の劣化判定の見直し理由 

知立南中学校 南棟 1981 内装 C→D 天井ボードの割れ数箇所、天井点検口のボード割れ、全体的に劣化 

   機械 C→D 警報機の不調、3 階男子トイレ小便器の水が出ない等の不具合あり 

知立南中学校 屋内運動場 1981 屋根 B→C 損傷写真は無いが、天井に漏水痕がある 

   機械 C→B 甚大な損傷写真がない。経過年数が 38 年で目立った損傷なし 

   電気 C→B 照明カバー無し、電子盤の部分錆程度で経過年数 40 年未満 

知立南中学校 北棟 1982 内装 C→D 天井ボードの剥がれ、床の浮き、損傷多数、全体的に劣化 

   機械 C→D PS 内部の保温筒外れ、小便器使用禁止、水槽架台の配管錆等の劣化多数 

知立南中学校 木金工棟 1982 外壁 C→D 漏水は無いが、コンクリートの爆裂が数箇所ある 

知立南中学校 プール 1982 屋根 D2→B 損傷写真が無く、漏水も無い 

知立南中学校 器具庫クラブ 1982 屋根 C→B 屋根の錆はあるが、漏水は無い 

 ハウス倉庫  電気 C→B スイッチコンセントのへこみ程度（外傷） 

 

 

（４） 評価の見直し例（公共施設保全計画改訂版より学校施設を抜粋） 

a)知立小学校-北棟：機械 C判定→D判定に見直し 

トイレの排水不良（複数個所）について C 判定とされている。トイレは衛生設備として機械設備

に該当する。 

まだ使用可能なトイレは多いが、当該施設は 40 年以上経過していること、現段階で異常が発生し

ていること、今後も不具合が顕在化していくこと等が考えられるため、D判定相当に見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 洋便器の排水不良            写真 水洗の異常 
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b)猿渡小学校-屋内運動場：外壁 D2判定→C判定に見直し 

外壁や鉄骨に錆が生じているため、D2 判定とされている。 

鋼材の減肉を防ぐために錆をケレンした上で塗装塗替が必要だが、錆はまだ表面的で減肉してい

ないように見受けられること、錆は広範囲ではなく限定的であることから、構造体に影響は与えてい

ない段階と考えられるため、C判定に見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    写真 外壁塗装の全体的な劣化         写真 鉄骨の錆 

c)八ツ田小学校-屋内運動場：屋根 C判定→B判定に見直し 

八ツ田小学校の屋内運動場の屋根について腐食があるため、C判定とされている。 

過年度の損傷写真は遠望のため詳細は不明だが、調査写真からでは腐食が軽微なように見受けられ

ること、室内であれば腐食の進展は遅いこと、雨漏りの報告はないことから、少なくとも次回改訂ま

でに改修する必要性はないと考えられるため、B判定に見直した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 室内屋根材の腐食（遠望）         写真 屋根の腐食状況（端部） 
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３－２ 調査後の改修工事等の反映 

各施設の劣化状況を調査後、改修等の工事を行っているため、これまでの工事履歴や 2019 年度の

工事内容を劣化判定に反映させ、「改修工事等の反映結果一覧」において修正された判定結果をもっ

て各部位ごとの劣化度の評価とする。 

 

「工事履歴の反映方針」 

今年度に調査した施設  ：調査後の 2018 年度の工事内容を反映 

2013 年度に調査した施設 ：調査後の 2013 年度～2018 年度の工事内容を反映 

 

表 改修工事等の反映結果一覧（1）（学校施設を抜粋表記） 

施設名 棟名 
建築

年度 
反映結果 工事履歴 

知立小学校 北棟 1967 機械 D→C 2012～2019 年度-トイレ改修（他設備は 40 年以上経過） 

知立小学校 南棟 1965 （変更なし） （2012 年度～2019 年度-トイレ内装設備改修、他設備は 40 年以上経過） 

知立小学校 プール 1963 内装 C→B 
2017 年度～2018 年度-プールサイド修繕 

（2016 年度にプールろ過器更新したが、他設備は 40 年以上経過） 

猿渡小学校 屋内運動場 1970 内装 D→B 2015 年度-内装修繕 

来迎寺小学校 北棟 1967 機械 D→C 2019 年度-トイレ改修（他設備は 40 年以上経過） 

来迎寺小学校 南棟 1989 （変更なし） （2019 年度-トイレ改修、他設備は 40 年未満） 

知立西小学校 南棟 1973 
外壁 D→C 

機械 C→B 
2017 年度-外壁雨漏り修繕、2017～2018 年度-トイレ修繕、給油機更新 

八ツ田小学校 北棟 1976 機械 D→C 2018 年度-トイレ換気扇修繕 

知立南小学校 北棟 1979 
屋根 C→B 

機械 C→B 
2017 年度-トイレ改修、2018 年度-雨漏り修繕 

知立南小学校 プール 1979 内装 D→B 2012 年度-プール改修工事（内装分を想定） 

竜北中学校 南棟 1977 全部位→A 2016 年度-大規模改修 

竜北中学校 北棟 1977 全部位→A 2017 年度-大規模改修 

竜北中学校 屋内運動場 1977 内装 D→A 2016 年度-屋内運動場床改修工事 

竜北中学校 武道場 1984 内装 C→B 2014 年度-竜北中武道場天井等改修工事 

知立南中学校 南棟 1981 全部位→A 2014 年度-大規模改修 

知立南中学校 屋内運動場 1981 内装 C→B 2017～2018 年度-内装改修 

知立南中学校 北棟 1982 全部位→A 2015 年度-大規模改修、2017～2019 年度-設備類の部分修繕 

知立南中学校 プール 1982 機械 C→B 2017 年度-機器類の修繕 
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３－３ 計画対象施設の各部位の劣化判定まとめ 

前述した調査結果、判定の見直し、工事履歴の反映等を全て踏まえた計画対象施設の各部位の劣

化判定を以下にまとめる。 

表 各部位の劣化判定まとめ（1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施設名 棟名称
建築
年度

屋根 外壁 内装 機械 電気 屋外

知立文化広場 かきつばた会館 1979 A B B B B B
知立文化広場 ソーラ棟 1979 C B B B B B

西丘コミュニティセンター 西丘コミュニティセンター 1987 B B B B B B
文化会館 文化会館 2000 B B C B B B
図書館 図書館 1987 B C B B B B

歴史民俗資料館 歴史民俗資料館 1987 B C B B B B
中央公民館 中央公民館 1978 C C C B B B
猿渡公民館 猿渡公民館 1979 B B B C B B
市民体育館 市民体育館 1981 A A B A B B
昭和グランド 管理事務所 1984 B B C B B B
知立小学校 北棟 1967 A C C C C B
知立小学校 南棟 1965 A C C C C B
知立小学校 屋内運動場 2004 A B A A A B
知立小学校 プール 1963 B B B C B B
猿渡小学校 北棟 1966 C D C C B B
猿渡小学校 屋内運動場 1970 B C B B B B
猿渡小学校 南棟西 1971 B D D C B B
猿渡小学校 南棟東 1992 B B B B B B
猿渡小学校 東棟 2007 B C A A A B
猿渡小学校 プール 1970 B B D B B B

来迎寺小学校 北棟 1967 C C C C B B
来迎寺小学校 南棟 1989 B C B B B B
来迎寺小学校 屋内運動場 1997 C B B B B B
来迎寺小学校 東棟 2008 A C C A B B
来迎寺小学校 プール 1975 B B C C B B
知立東小学校 校舎 1966 C C B C B C
知立東小学校 屋内運動場 1972 C C C B B B
知立東小学校 プール棟 1969 C B C B B B
知立西小学校 南棟 1973 C C D B C B
知立西小学校 屋内運動場 1975 C C C C C B
知立西小学校 北棟 2005 A B A A A B
知立西小学校 プール 1974 B B C C C B
八ツ田小学校 南棟 1976 C D C B C B
八ツ田小学校 屋内運動場 1977 B C C B C B
八ツ田小学校 北棟 1976 C D C C C B
八ツ田小学校 プール 1976 B B C C B B
知立南小学校 北棟 1979 B C C B C B
知立南小学校 屋内運動場 1979 B B C C B B
知立南小学校 南棟 2005 A A B B A B
知立南小学校 プール 1979 B B B C C B
知立中学校 校舎 1969 C C B C B B
知立中学校 武道場 1983 B B C B B B
知立中学校 技術棟 1984 B B B B B B
知立中学校 屋内運動場 2001 B B B B B B
知立中学校 プール棟 1970 C B B B B B
知立中学校 クラブハウス棟・器具倉庫 1975 C B B B C B
竜北中学校 南棟 1977 A A A A A A
竜北中学校 北棟 1977 A A A A A A
竜北中学校 木金工棟 1977 B B C B B B
竜北中学校 屋内運動場 1977 B C C C C B
竜北中学校 武道場 1984 B C B C C B
竜北中学校 プール 1977 B B D B C B
竜北中学校 クラブハウス棟 1977 B B C B B B

劣化判定まとめ
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表 各部位の判定結果まとめ（2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 棟名称
建築
年度

屋根 外壁 内装 機械 電気 屋外

知立南中学校 南棟 1981 A A A A A A
知立南中学校 屋内運動場 1981 C B B B B B
知立南中学校 北棟 1982 A A A A A A
知立南中学校 木金工棟 1982 B D B B B B
知立南中学校 柔剣道場 1985 B C B B B B
知立南中学校 プール 1982 B B C B B B
知立南中学校 器具庫クラブハウス倉庫 1982 B B C B B B

学校給食センター 学校給食センター 2008 B B B B B B
野外センター 管理棟 1995 C D C B B B
知立保育園 園舎 1970 A B C B B C

来迎寺保育園 園舎 2006 B B C C B B
上重原保育園 園舎 1978 A A A A A A
知立南保育園 園舎 2012 A A A A A A
逢妻保育園 園舎 1971 A B A B B C
高根保育園 園舎 1972 C C B B B B
新林保育園 園舎 1973 B B C B B B
八橋保育園 園舎 1974 C B C C B C
宝保育園 園舎 1975 C B C D B B

上重原西保育園 園舎 1977 A A A A A A
来迎寺児童センター 来迎寺児童センター 2006 B C B B B B
昭和児童センター 昭和児童センター 1979 A A B C B B
西児童センター 西児童センター 1981 A A C A B B

花山児童センター 花山児童センター 1994 B B B B B B
南児童センター 南児童センター 2000 C B C B B B

八ツ田児童クラブ 八ツ田児童クラブ室 2001 B C B B B B
猿渡児童クラブ 猿渡児童クラブ室 2002 B C B B B B
西児童クラブ 西児童クラブ室 2004 B B B B B C

花山児童クラブ 花山児童クラブ 1965 A C C C C B
来迎寺児童クラブ 来迎寺児童クラブ 2017 A A A A A A

来迎寺放課後子ども教室 来迎寺放課後子ども教室 2017 A A A A A A
中央子育て支援センター 中央子育て支援センター 2014 A A A A A A
来迎寺子育て支援センター 来迎寺子育て支援センター 2006 B C B B B B
南子育て支援センター 南子育て支援センター 2013 A A A A A A

昭和老人憩の家 昭和老人憩の家 1973 B B C B B C
老人福祉センター 老人福祉センター 1981 A A B A B B
いきがいセンター いきがいセンター 2010 B B A A A B
地域福祉センター 地域福祉センター 1993 B C B B B B
地域福祉センター 作業棟 1993 A B B B B B

身体障害者福祉センター 身体障害者福祉センター 1981 A A B A B B
かとれあワークス かとれあワークス 2000 C C C B B B

保健センター 保健センター 1983 C C B C C B
西丘文化センター 西丘文化センター 1981 A A B B B B

児童発達支援センター 児童発達支援センター 2014 A A A A A A
知立市役所本庁舎 本庁舎 1978 B C C B B B
知立市役所本庁舎 現業棟 1978 B C B B B B
知立市役所本庁舎 新現業棟 2005 B B B B B B

市営本田住宅 A 1971 C D D B B B
市営本田住宅 B 1971 C C D B B B
市営中山住宅 A 1970 B C D B B C
市営中山住宅 B 1972 B C D B B C
市営中山住宅 C 1973 B B D B B C
市営中山住宅 D 1973 B C D B B C
市営中山住宅 E 1974 A A D B B C
市営中山住宅 F 1975 A A D B B B
市営八橋住宅 A 1979 A A C B B B
市営八橋住宅 B 1980 A A C B B B
市営八橋住宅 C 1981 A A C B B B
市営八橋住宅 D 1982 A A C B B B
市営八橋住宅 集会所 1981 A A C B B B
市営高場住宅 市営高場住宅 2011 A A A A A A

逢妻浄苑 火葬場 1970 B B B B B C
逢妻浄苑 管理棟 1970 C B B B B B

八橋史跡保存館 八橋史跡保存館 1985 B C B B B B

劣化判定まとめ
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※ 上記と一部重複するが、学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書に基づく表記を下記に示す。 

今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型） 
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４ 施設別管理方針の設定（以下、公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

４－１ 公共施設の管理に関する基本方針 

市が所有する公共施設の管理について総合管理計画では、 

 

課題認識 1 公共施設等とまちづくりの関連性 

課題認識 2 公共施設の適正な配置検討の必要性 

課題認識 3 将来世代へ負担を残さない財政運営 

 

の 3つの課題認識から、以下の 3つの基本方針を挙げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抜粋【知立市公共施設等総合管理計画 P46】 

 

基本方針では、公共施設について適正保有量を実現するために、複合化や統廃合等による再

配置方策とともに、予防保全型による計画的な修繕により施設の長寿命化を図るものとしている。 

ここでは、各施設の管理方針や将来的に必要な再配置に関する基本的な方策について、所管

課へのヒアリング結果に基づき設定する。設定した方針等については、改修工事の優先度の指標

に活用する。 
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４－２ 施設管理方針の設定 

所管課へのヒアリング結果を受け、市全体のバランスや政策判断を考慮し、管理方針を「事後保

全型」と「予防保全型」の 2 種類に分類する。 

 

表 管理類型の概要 

 

 

 

 

 

 

 

４－３ 配置の手法の設定 

市の老朽化した公共施設について、全てを建替えるには膨大な費用を要し、総合管理計画に

おいて、現保有施設から 3.5%の延床面積の削減が必要とされている。 

ここでは、延床面積の削減にむけ、各施設について再配置に向けた方針を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の市の公共施設の適正なあり方を検討していくにあたり、以下に設定する再配置方策を

示す。 

継 続：公共施設の機能として存続する。 

複合化：複数の機能を有する施設に変更する。 

統 合：同種の機能を持つ施設を一つに集約する。 

廃 止：公共が主体となって行う事業を取りやめる。 

転 用：建物の用途を異なる用途に変更する。 

移 転：施設の機能を他施設に移す。 

民営化：民間誘致により公共が主体となって行う事業の縮小を図る。 

  

 

老朽化した施設を全て更新するための財源が無い 

 

建築物の延床面積を削減し、その分の

財源（修繕費、更新費、運営費）を維

持すべき施設の更新費用に充てること

で維持できる施設数が増加する。 

管理類型 概  要 

事後保全型管理 

劣化や異常等が確認された時点で行う修繕 

（劣化等を早期対策せず、長寿命化を図らない施設） 

事後①：簡易な構造の施設（倉庫等） 

事後②：将来的なあり方について検討が必要と判断された施設 

予防保全型管理 
劣化等を未然に防止することを目的として行う計画的な修繕 

（劣化に対して早期に対策し、長寿命化を図る施設） 

 

老朽化した施設を全て建替えるための財源がない 

建築物の延床面積を削減し、その分の財

源（修繕費、建替費、運営費）を維持す

べき施設の建替費用に充てることで維持

できる施設数が増加する。 
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４－４ 再配置方策および管理方針一覧表（学校施設を抜粋表記） 

所管課ヒアリングの結果を踏まえた各施設の管理方針を以下に示す。また、各施設の適正な

あり方（再配置方策）と課題・今後の方針について検討した結果も合わせて示す。 

なお、より具体的な検討を進めていくうえでは、各施設の整備計画・整備方針等との調整を

図る必要がある。 

 

施設名 棟名称 管理方針 
再配置 

方策 
課題・今後の方針 

複合

化 

民間

実施 

知立小学校 

北棟、南棟 予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

施設の複合化を検討（児童クラブは

複合化済）。 

済  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 
民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

猿渡小学校 

北棟、南棟西、 

南棟東、東棟 
予防保全 

複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

児童クラブ等を複合化。 
○  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

来迎寺小学校 

北棟、南棟、東棟 予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

児童クラブ等を複合化。 

 

○  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

知立東小学校 

校舎 予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

児童クラブ等を複合化。 

 

○  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

知立西小学校 

南棟、北棟 予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

児童クラブ等を複合化。 
○  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

八ツ田小学校 

南棟、北棟 予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

児童クラブ等を複合化。 
○  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

知立南小学校 

北棟、南棟 予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

児童クラブ等を複合化。 
○  

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

知立中学校 

校舎 

予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

施設の複合化を検討。 
○  武道場 

技術棟 

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 
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施設名 棟名称 管理方針 
再配置 

方策 
課題・今後の方針 

複合

化 

民間

実施 

クラブハウス棟・

器具倉庫 
事後保全 継続 修繕を行いながら、現状維持。   

竜北中学校 

南棟、北棟 

予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

施設の複合化を検討。 
○  木金工棟 

武道場 

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 

民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

ク ラブハウス棟

(器具庫含む） 
事後保全 継続 修繕を行いながら、現状維持。   

知立南中学校 

南棟、北棟 

予防保全 
複合化または 

統合※１ 

将来的に余裕教室が生じた際には、

施設の複合化を検討。 
○  木金工棟 

柔剣道場 

屋内運動場 予防保全 継続 長寿命化して現状維持。   

プール棟 事後保全 
廃止または 

統合 
民間委託、廃止、統合などが考えら

れる。 
 ○ 

器具庫・クラブハ

ウス・倉庫 
事後保全 継続 修繕を行いながら、現状維持。   

※1…今後の児童・生徒数の予測に基づき、学校規模の適正化に配慮した上であり方を検討する。 
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４－５ 公共施設再配置のケーススタディ 

「公共ストックの総合管理のあり方に関する調査研究 H28.3 知立市」より、学校区単位での

複合化ケーススタディ調査の結果を以下に示す。 

 

（１） 知立東小学校を拠点施設とした配置・整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

①  知立東小学校区の状況 

・人口推計より年少人口は減少傾向であるため、長期的には児童数は減少していくものと想定さ

れる。 

・地区には、UR の賃貸住宅知立団地があり、ブラジル人を中心に外国人がとても多い。 

 

②  知立東小学校区の地域施設の現状と課題、求められる機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経過年数は 2019 年度時点を示す。 

③  複合化により期待される効果と想定される課題 

複合化のパターン 

・知立東小学校 

・放課後こども教室（東小学校内） 

・高根保育園 

・昭和児童センター 

・昭和老人憩いの家 

→子育て支援の観点から複合化を検討。 

期待される効果 

・建替時期を迎えている施設を一体的に整備することにより、財政的負担が

少ない。 

・保護者にとっては、同じ敷地で両方の機能を利用できる利便性が高まる。 

・交流することで、いたわり・優しさの気持ちといった児童の育成が期待で

きる。 

想定される課題 

・異なる施設を複合化するため、ゾーン・動線を分けるなど安全性の確保が

必要。 

・学校、保育園、児童センターの交流促進を担う人材の育成・活用が必要。 

配置図 

施設名 築年度
経過
年数

延床面積
（㎡）

敷地面積
（㎡）

小学校ま
での距離

教育 学校
小・中学校、高等学校、
幼稚園

知立東小学校
1966
年度

53年 5,607.03 17,121 -

老朽化が進行しており、建替
えが必要な状況にある。児童
数は減少傾向にある。日本
語が話せない外国人の児童
が多い。

建替えを期に複合化による生活関
連機能の導入により、地域の生活
環境の充実と効率的な施設運用を
図ることが期待される。

高根保育園
1972
年度

47年 663.94 3,137 0.9km
老朽化が進行している。外国
人の園児が多い。

昭和児童センター
1979
年度

40年 507.12 0.3km

市内の児童センターでは最も
古く老朽化している。外国人
が多く、日本語が話せない児
童生徒もいるため、継続的に
フォローしていく体制作りが必
要である。

交流館、コミュニティセ
ンター、ホール

もやいこハウス - - 189.00 0.3km

知立団地内にある多文化共
生社会の実現、地域コミュニ
ティの活性化、地域福祉の向
上のための施設

ダイバーシティ施設として、住民の
交流の場としての機能を充実させ
る。

避難場所、備蓄倉庫 -
小中学校を中心に避難所に
指定されている。

避難所として利用した際の必要な施
設・機能について配慮した整備を図
ることが期待される。

福祉 高齢福祉
高齢者のコミュニティ施
設

昭和老人憩の家
1973年

度
46年 105.30 0.3km

URから土地を借りている。バ
リアフリー化が進んでおらず、
老朽化している。

建替えを期に複合化による機能導
入により、世代間交流や生きた知恵
の伝承が期待される。

防災

交流

保育園、子育て支援セ
ンター、児童クラブ

子育て
小学校の建替えを期に統合し、拠
点機能の集約化による利便性効率
性の向上を図る。

生活拠点施設に求められる機能現状と課題必要な都市機能分野
主な公共施設
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（２） 知立南中学校を拠点施設とした配置・整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

①  知立南中学校区の状況 

・人口推計より年少人口は減少傾向であるため、長期的には児童数は減少していくものと想定さ

れる。 

・知立市内の保育園では待機児童が発生しており、待機児童解消が急務である。 

  ・南児童センターは市内で最も利用者数が多い。 

 

②  知立南中学校区の地域施設の現状と課題、求められる機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※経過年数は 2019 年度時点を示す。 

 

③  複合化により期待される効果と想定される課題 

 

 

 

複合化のパターン 

・知立南中学校 

・知立南小学校 

・放課後こども教室 

・新林保育園 

・南児童センター 

→子育て支援機能と教育環境充実の観  

 点から複合化を検討。 

期待される効果 

・保護者にとっては、同じ敷地で両方の機能を利用できる利便性が高まる。 

・交流することで、いたわり・優しさの気持ちといった児童の育成が期待できる。 

・小学校と中学校の先生同士で意見交換がしやすく、引継ぎなどがスムーズになる。 

・職員室、プール、体育館、運動場などの共有化が検討できる。 

想定される課題 

・送迎するための駐車場・駐輪場スペースが不足することが想定される。 

・異なる施設を複合化するため、ゾーン・動線を分けるなど安全性の確保が必要。 

・校庭・園庭も分けるなど、安全面で一定の工夫が必要となる。 

・学校、保育園、児童センターの交流促進を担う人材の育成・活用が必要。 

・共有化することで、スケジュール管理ができるか課題となる。 

施設名
開設
年度

経過
年数

延床面積
（㎡）

敷地面積
（㎡）

中学校ま
での距離

知立南小学校
1979
年度

40年 6,741.87 20,242 0.4km
老朽化が進行しており、建替え
が必要な状況にある。

知立南中学校
1982
年度

37年 9,249.32 28,224 -
施設維持コストが市内の中学
校の中で最も高い。

知立南保育園
2012
年度

7年 148.04 0.9km
施設維持コストが市内の保育
園の中で最も高い。

南子育て支援センター
2013
年度

6年 186.30 0.9km
知立南保育園に併設されてい
る。

新林保育園
1973
年度

46年 851.65 2,444 0.7km
平成22年度にリニューアル工事
済だが、建築年度は最も古い。

南児童センター
2000
年度

19年 551.05 0.7km 新林保育園に隣接している。

-
小中学校を中心に避難所に指
定されている。

避難所として利用した際の必要な施設・機能に
ついて配慮した整備を図ることが期待される。

建替えを機に複合化による生活関連機能の導
入により、地域の生活環境の充実と効率的な

施設運用を図ることが期待される。

中学校の建替えを機に統合し、拠点機能の集
約化による利便性と効率性の向上を図る。

主な公共施設
現状と課題 生活拠点施設に求められる機能

配置図 
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５ 保全計画にかかる基準等の設定及び見直し（以下、公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

５－１ 将来における修繕・建替等の試算の流れ 

公共施設は経過年に応じて劣化が進み、建替が必要となる。公共施設の耐用年数は一般的に 50～

60 年と言われているが、建築物を長寿命化することで、耐用年数を 80 年まで延ばすことも可能であ

る。 

ここでは、公共施設の長寿命化を図るための対策の内容とその実施時期を設定する。対策の内容

や実施時期は、総合管理計画や「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 H29.3 文部科学省」にお

ける考え方を参考に設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 試算の流れ 

 

 

目標耐用 

年数の設定 

 

修繕・改修 

時期と対策内

容の設定 

 

建替単価の 

設定 

…管理類型と構造形式ごとに目標耐用年数を設定 

…管理類型ごとに対策の周期と対策内容を設定 

（予防保全型管理の施設は長寿命化に配慮する） 

 

…施設の形状別に建替単価を設定 

計画対象施設 

管理類型別 

の試算 

…以下の 3 パターンの試算を行い、長寿命化の効果を検証 

① 全棟を事後保全型管理とした場合 

 

② 予防保全型管理を行う施設を取り入れた場合 

（内装について、大規模改修は全施設を対象） 

 

③ 予防保全型管理を行う施設を取り入れた場合 

（内装について、大規模改修は学校施設と子育て支援施設のみと
する） 

上記③の試算結果について、工事優先度の評価を行い、毎年
の予算目安を踏まえた工事費の平準化を行う。 

修繕費率・改

修費率の設定 

…建築物の部位別に、定期修繕・大規模改修にかかる修繕費
率・改修費率を設定 

整備レベル 

の設定 

…長寿命化や社会的要求水準の高まり等に配慮するため、各
部位の整備レベルを設定 



 

 

39 

 

５－２ 目標耐用年数の設定 

公共施設の目標耐用年数は、「建築物の耐久計画に関する考え方 S63.10 社団法人日本建築学

会」等を参考に、施設の管理類型別・構造別に設定する。 

事後保全型管理を行う施設については目標耐用年数 60 年まで、予防保全型管理を行う施設につい

ては目標耐用年数 80 年まで使用することを目標として設定する。 

 

表 公共施設の目標耐用年数 

 

 

 

 

 

 

 

なお、総合管理計画、及び前保全計画における目標耐用年数は、以下のように設定されている。 

 

表 総合管理計画における目標耐用年数（知立市公共施設等総合管理計画 P32より） 

 

 

 

 

 

 

 

表 前保全計画における目標耐用年数（知立市公共施設保全計画 P27より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

構造形式 
目標耐用年数 

事後保全型管理 予防保全型管理 

RC 造、SRC 造、S 造、PC 造（CB

造※） 
60 年 80 年 

（LGS 造※、W 造※） （25 年） （50 年） 

構造形式の違いは見込んでいない 

S造の耐用年数は RC造よりも短く設定されている
が、次頁に示す文献より、S造の耐用年数は RC造と

同等と捉えることができる。 

※市内において、LGS 造、W 造、CB 造が主体の公共施設はない。 
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表 建築物の耐久計画に関する考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考【建築物の耐久計画に関する考え方 S63.10 社団法人日本建築学会】 
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５－３ 修繕・改修時期の設定と対策の内容 

（１） 修繕・改修の時期 

施設の機能を目標耐用年数まで維持させるために、定期修繕および大規模改修を実施する。対象部

位は、「屋根、外壁、内装、機械設備、電気設備、屋外」の 6 部位とする。 

 

表 部位ごとの修繕及び改修時期 

部位 
具体的な部材 

（代表部材を記載） 

定期修繕サイクル 
（事後・予防ともに実

施） 

大規模改修サイクル 
（予防のみ実施） 

屋根 
屋上面、屋根材、排水溝、 

パラペット立ち上がり面、笠木等 
10 年または 15 年 40 年 

外壁 
外装仕上げ材、建具廻り、支持部材、 

バルコニー等 
10 年または 15 年 40 年 

内装 
内装仕上げ材、トイレ内装、建具、 

床材、天井、階段、案内表示等 
10 年または 15 年 40 年※ 

機械 

設備 

空調、換気、給排水、衛生、消防、自動制御、 

昇降、配管等（機械類全般） 
15 年 40 年 

電気 

設備 

電気、分電盤・受変電、照明、放送、 

受信、機械警備、配線等（電気類全般） 
15 年 40 年 

屋外 
舗装、柵、塀、門扉、ポーチ、 

駐車場等 
10 年または 15 年 40 年 

設定方法 劣化状況から設定 設置年度から設定 

※内装の大規模改修は、前保全計画における方針から、学校施設と子育て支援施設を対象とする。 

（上記以外の公共施設について、内装は対象外とする。） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 事後保全型管理のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 予防保全型管理のイメージ 

 

建替 

新設 

費用 

経過 
年数 

建替年を 0年として、継続使用 

80年 

目標耐用年数 80年間 

新設 

費用 

経過 
年数 

60年 

建替(または廃止) 

目標耐用年数 60年間 

廃止の

場合は 

解体費

を計上 

定期修繕 定期修繕 定期修繕 

大規模 

改修 

40年 

定期修繕 定期修繕 定期修繕 定期修繕 

大規模 

改修 

40年 

定期修繕 定期修繕 
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（２） 定期修繕「屋根、外壁、内装、屋外」の内容 

建物を良好に維持するために行い、必要な範囲での部分的な工事による各部位の機能回復を図るも

のである。各部位の材料の仕様に応じ、建築後の経過年数が 10 年または 15 年となる時期に修繕時期

を設定する。 

【屋根の事例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【外壁の事例】 

 

 

 

 

 

 

 

【内装の事例】 

 

 

 

 

 

 

 

【屋外の例】 

 

 

 

 

 

 

 

※写真は、「施設管理者のための建築物の簡易な劣化判定ハンドブック H31 年版一般財団法人建築保全センター」より 

 

 

シート防水等 

耐用年数 10 年前後の

ため、全張替を想定 

金属屋根等 

腐食箇所の部分塗

替、部分取替等 

保護防水押さえコン等 

目地材の部分取替、押

さえコンの部分修繕等 

塗装仕上げ等 

ひびわれ補修、鉄筋露

出部の断面修復等 

外壁タイル等 

タイル剥落箇所の部分

復旧、目地部分補修等 

ALC 等 

部分塗替、欠損箇所の

修復、目地部分補修等 

内装天井等 

欠損箇所や汚損箇所の

部分取替等 

内装床等 

欠損箇所や汚損箇所の

部分取替等 

内装建具等 

不具合箇所や異常箇所

の部分取替等 

外構フェンス等 

欠損、腐食、傾斜箇所

の部分取替等 

通路等 

段差や沈下箇所の部分

修繕等 

舗装等 

陥没や欠損箇所の部分

修繕等 



 

 

43 

 

（３） 定期修繕「機械設備、電気設備」の内容 

設備類については、保守点検等で未然に機能停止等を防ぎ、計画的に更新することが必要となる。

設備類の多くのものについて、法定耐用年数が概ね 10～20 年とされているが、実態としては定期的

な法定点検や部品交換等により、法定耐用年数以上に使用可能な設備もある。しかし、設備類は突発

的に不具合が生じることもあり、機能停止の予測が困難である。 

よって本計画では、機械設備と電気設備について、15 年毎に「不具合設備の更新」を想定し、そ

の規模は、これまで行われてきた大規模改修の実績を参考とする。 

 

【機械設備の部材例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【電気設備の部材例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※写真は、「施設管理者のための建築物の簡易な劣化判定ハンドブック H31 年版一般財団法人建築保全センター」より 

 

 

 

 

空調設備 換気設備 給排水設備 衛生設備 

消防設備 自動制御設備 昇降設備 

電気設備（自家発電等） 照明設備 分電盤、受変電設備 放送設備 

受信設備（アンテナ等） 機械警備設備 
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（４） 大規模改修の内容（屋根、外壁、内装、機械、電気、屋外の全 6部位） 

予防保全型管理を行う施設に対してのみ行い、全面的に建物の健全度を回復しつつ長寿命化を図る

ものである。また、社会的な要求水準に配慮した改修（省エネルギー対策等）も想定する。 

対象部位は、定期修繕を行う全 6 部位とし、建築後の経過年数が目標耐用年数の中間年である 40

年となる時期に改修時期を設定する。 

以下に、文部科学省から提示されている学校施設における長寿命化改良事業の内容を示す。長寿命

化改良事業は、本計画における大規模改修と同程度であり、大きなものとして建替費の約 6 割程度と

見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 長寿命化改良事業（学校施設）の補助対象となる工事内容 

抜粋【学校施設の長寿命化改修の手引 P79 文部科学省】 

 

 内装の大規模改修について  

「学校施設」と「子育て支援施設」では、内装の消耗が激しいこと、内装の不具合による利用者

被害のリスクが高いこと等から、本計画において大規模改修の対象とする。 

上記以外の公共施設では、定期的な修繕は行うものの、上記施設と比べて劣化の進展は遅いよう

に見受けられる。本市では、財源が限られる中で老朽化した建築物を維持管理していかなければな

らない中で、躯体の長寿命化の観点では内装よりも屋根や外壁の方が重要性は高いこと、不具合や

陳腐化した設備類は更新の必要性があること等から、大規模改修において上記以外の公共施設の内

装は対象外とする。 

※上記の方針は、前保全計画と同等である。 
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表 機械設備等の修繕サイクル一覧（サイクル 15年の設定根拠） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抜粋【平成 31年版 建築物のライフサイクルコスト（財）建築保全センター】 

 

 

 

 

 

 

 

 

空調機器；ﾎﾞｲﾗｰ 鋳鉄製蒸気ﾎﾞｲﾗｰ（蒸気）換算蒸発量1,300kg／h 15
空調機器；煙導 鋼板製煙導　丸型　　300φ 7

空調機器；温水発生機 真空式温水発生機（鋳鉄製）熱出力　233kW 15
空調機器；冷凍機 空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ　能力　132kW 15
空調機器；冷却塔 FRP製冷却塔（対向流）能力　627kW 15

空調機器；空気調和機 ﾏﾙﾁﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機（屋外機）冷房能力　56kW 15
空調機器；空気清浄装置 自動巻取形ｴｱﾌｨﾙﾀｰ　処理風量5,000m3/h 15
空調機器；全熱交換器 静止形全熱交換ﾕﾆｯﾄ　3,200m3／h 15

空調機器；放熱器 ﾌｧﾝｺﾝﾍﾞｸﾀｰ　＃3 15
空調機器；ﾎﾟﾝﾌﾟ 冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ　φ100×1,200l/min×20m×7.5kW 15
空調機器；ﾀﾝｸ類 熱交換器　2,330kW 15
空調ﾀﾞｸﾄ；ﾀﾞｸﾄ 空調用ﾀﾞｸﾄ（長方形）0.5mm 15

空調ﾀﾞｸﾄ；制気口・ﾀﾞﾝﾊﾟｰ 防火ﾀﾞﾝﾊﾟｰ　600×400 15
空調配管；配管類 炭素鋼鋼管（白，冷温水） 100A 15
空調配管；弁類 逆止弁　10K 100A 15

空調配管；制御弁装置 三方弁装置　50A×40A 15
空調配管；計器 圧力計　φ100 15

換気機器；送風機 軸流送風機　送風量　27,000m3／h 15
換気ﾀﾞｸﾄ；ﾀﾞｸﾄ 換気用ﾀﾞｸﾄ（長方形）0.5mm 15
換気ﾀﾞｸﾄ；換気口 換気ｶﾞﾗﾘ　1,000×2,000 15
排煙機器；排煙機 排煙機　＃3×7,200m3／h 8
排煙ﾀﾞｸﾄ；ﾀﾞｸﾄ 排煙用ﾀﾞｸﾄ（長方形）1.0mm 8
自動制御機器類 電子式温度検出器　室内形 15
自動制御盤類 制御盤　ﾃﾞｼﾞﾀﾙ式 (空調機用) 15
中央監視制御 中央監視盤 15
機器；ﾎﾟﾝﾌﾟ 揚水用ﾎﾟﾝﾌﾟ　φ100×1,000l/min×100m×37kW 15

機器；給湯ﾎﾞｲﾗｰ 鋼製立形ﾎﾞｲﾗｰ（給湯用）熱出力87kW 15
機器；給湯暖房機 給湯暖房機　ｵｰﾄ Q機能 24号 6

機器；湯沸器 貯湯式電気温水器(壁掛形)20l 6
機器；ﾀﾝｸ類 FRP製ﾀﾝｸ　ﾊﾟﾈﾙ形(複合板　1.0G)25,000l 15

機器；厨房機器 ｽﾃﾝﾚｽ流し台　1800L 15
機器；排水金具 ｸﾞﾘｰｽﾄﾗｯﾌﾟ　SUS製　130L 15
機器；浄化槽 合併浄化槽　接触ばっ気方式浄化槽　現場施工形　300人 30

砂式手動濾過機　70ｍ3/ｈ 7
滅菌機　ﾀﾝｸ100L 7

給水給湯配管；配管類 ﾋﾞﾆﾙ管（HIVP，給水）　30A 15
戸別給水用減圧弁　給水用  20A 15
水道ﾒｰﾀｰ　湿式円読式複箱羽根車型  20A 15

排水配管；配管類 ﾋﾞﾆﾙ管（VP，排水）150A 15
排水配管；桝類 排水桝（汚水）　600□　×1m 15

衛生器具；衛生陶器類 洋風便器　C 710　FV 15
衛生器具；水栓 水栓（洗顔水栓）13A 15
衛生器具；浴槽 FRP製浴槽　800×700×640 15

消火ﾎﾟﾝﾌﾟ 屋内消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ　φ50×300l/min×65m×7.5kW 8
屋内消火栓 屋内消火栓(埋込形) 1号　HB-1A 8
屋外消火栓 屋外消火栓 8
連結送水管 送水口(埋込形)双口 8
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰ流水検知装置　100A 8

消火配管；配管類 炭素鋼鋼管（白，消火）　80A 8
ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ 一般ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ  11人×60m／min 17
ｴｽｶﾚｰﾀｰ ｴｽｶﾚｰﾀｰ　 800mm 15

その他昇降機 電動ﾀﾞﾑｳｪｰﾀｰ  100kg×30m／min 15
※出典：「平成17年版 建築物のライフサイクルコスト (財)建築保全センター」より抜粋

52
37
71%

機
械
設
備

昇降機その他

給水給湯配管；弁類

機器；その他機器

消火

給排水衛生

自動制御

排煙

換気

空調

工
事
種
別

法定
耐用
年数

（年）

名                        称区分 種別

修繕サイクルは概ね 15年 

→定期点検により設備類の延

命化を図り、15 年サイクル

で不具合や陳腐化が生じた

設備の改修を行う。 
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５－４ 施設の建替単価および各部位の構成比率の設定 

各施設の建替単価は、以下に示す 7 つの形状別に分類して延床面積当たりの建替単価を設定する。 

また、各部位の建替費の割合は、形状別に施設全体の工事費に対する部位別の構成比率（％）（コ

スト配分率）を設定し、各施設の建替費（=建替単価×延床面積）に乗じることで算出する。 

 

表 形状別 建物単価および構成比率 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 設定根拠（今後の建替の実績を蓄積し、適宜見直す） 

※設計費は、工事費の 1割とし、工事実施年度の前年度に別途計上する。 

 

 

 

形状 建替単価 構成比率 

A 
知立南保育園の新築工事設計書 

（解体処分コストは新築コストの 13%と想定し加算）（物価上昇率を考慮） 
左記と同様 

B 
「平成 31年版建築物のライフサイクルコスト （一財）建築保全センター」 

中規模事務庁舎の事例より 
左記と同様 

C 
「平成 31年版建築物のライフサイクルコスト （一財）建築保全センター」 

学校-校舎に、内装木質化、LED化を追加（1割増を想定） 

「学校施設長寿命化計画策定に係る

解説書 H29.3 文部科学省」 

D 
市営高場住宅の新築工事設計書 

（解体処分コストは新築コストの 13%と想定し加算）（物価上昇率を考慮） 
左記と同様 

E 「令和 2年度新営予算単価 国土交通省」倉庫（13）、車庫（14） 
F（S 造）を参考に設定（クラブハウ

ス等において、設備類は少ない） 

F 
中央子育て支援センター、来迎寺児童クラブの新築工事設計書 

（解体処分コストは新築コストの 13%と想定し加算）（物価上昇率を考慮） 
左記と同様 

G 
「平成 31 年版建築物のライフサイクルコスト （一財）建築保全センター」

学校-体育館 

「学校施設長寿命化計画策定に係る

解説書 H29.3 文部科学省」 

形状 　 形状 　 形状 　

 (A) 低層-陸屋根-RC造 部位 構成比率 (B)庁舎等-中高層-陸屋根-RC造 部位 構成比率 (C)学校等-中高層-陸屋根-RC造 部位 構成比率

鉄筋コンクリ－ト造で屋根は陸屋根にアスフ 屋根　  　a 6.0% 鉄筋コンクリ－ト造で屋根は陸屋根にアスフ 屋根　  　a 1.0% 鉄筋コンクリ－ト造で屋根は陸屋根にアスフ 屋根　  　a 5.0%

ァルト防水・シ-ト防水等を使用しているケ-ス 外壁       b 8.0% ァルト防水・シ-ト防水等を使用しているケ-ス 外壁       b 4.0% ァルト防水・シ-ト防水等を使用しているケ-ス 外壁       b 17.0%

 内装       c 21.0%  内装       c 10.0%  内装       c 22.0%

躯体       d 12.0% 躯体       d 41.0% 躯体       d 24.0%

基礎       e 7.0% 基礎       e 20.0% 基礎       e 15.0%

　　　 機械設備 f 25.0% 　　　 機械設備 f 13.0% 　　　 機械設備 f 7.0%

電気設備 g 13.0% 電気設備 g 10.0% 電気設備 g 8.0%

屋外       h 8.0% 屋外       h 1.0% 屋外       h 2.0%

　  　  　  
合計 100.0% 合計 100.0% 合計 100.0%

      

建替単価　450千円/㎡　（市内実績） 建替単価　380千円/㎡　（建築物のLCC） 建替単価　330千円/㎡　（建築物のLCC）

（D）勾配屋根-RC造 部位 構成比率 （E）勾配屋根-S造 部位 構成比率 （F）陸屋根-S造 部位 構成比率

鉄筋コンクリート造で屋根が勾配屋根・ボー 屋根　  　a 2.0% 柱・梁の主体構造が鉄骨造で屋根に折板等 屋根　　　a 12.0% 主体構造が鉄骨造で陸屋根にアスファルト 屋根　　　a 7.0%

ルト屋根等で下地にシ-ト防水・モルタル防 外壁       b 8.0% の屋根材で仕上げているケ-ス 外壁       b 18.0% 防水・シ-ト防水等を使用したケ-ス 外壁       b 13.0%

水等を使用し仕上として金属屋根・塗膜材等 内装       c 16.0% 内装       c 27.0% 　 内装       c 22.0%

を使用しているケ-ス 躯体       d 21.0% 躯体       d 22.0% 躯体       d 17.0%

基礎       e 19.0% 基礎       e 10.0% 基礎       e 6.0%

機械設備 f 19.0% 機械設備 f 3.0% 機械設備 f 18.0%

電気設備 g 8.0% 電気設備 g 3.0% 電気設備 g 12.0%

　 屋外       h 7.0% 屋外       h 5.0% 屋外       h 5.0%

　  　  　  

合計 100.0% 合計 100.0% 合計 100.0%

      
建替単価　330千円/㎡　（市内実績） 建替単価　220千円/㎡　（新営予算単価） 建替単価　350千円/㎡　（市内実績）

（G）体育館等-S造 部位 構成比率

柱・壁が鉄筋コンクリ－ト造で屋根を鉄骨造 屋根　　　a 5.0%

で造り、屋根仕上を金属等で葺いたケース 外壁       b 17.0%

内装       c 22.0%

躯体       d 19.0%

基礎       e 19.0%

機械設備 f 7.0%

電気設備 g 8.0%

屋外       h 3.0%

合計 100.0%

 
建替単価　330千円/㎡　（建築物のLCC）

a

b

c

d c

e

a

bc
d

e

a

b
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５－５ 施設の修繕・大規模改修に係る費用の設定 

（１）定期修繕・大規模改修費の算出方法 

定期修繕・大規模改修に係る費用は、建築物の部位の仕様により具体的な対策内容が異なるため、

各部位の仕様ごとに修繕費率・改修費率を設定し、各部位の建替費に乗じることで算出する。修繕費

率・改修費率は、これまでの市内における実績や一般的な傾向から設定する。 

なお、設計費は各工事費の 10%を該当工事の前年度に計上する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 定期修繕・大規模改修に係る費用の算出の流れ 

 

（２）修繕費率の設定における基本的な考え方（定期修繕） 

定期修繕は、施設の部分的な機能改善として以下のように想定する。 

ここで、修繕費率とは、各部位の建替費に対する定期修繕に要する費用の比率を示す。 

 

表 修繕費率の設定における基本的な考え方 

部位 概要 修繕費率 

屋根 

シーリングの劣化による浮きや破損が発生するアスファルト防水押さえ

コンクリート 
10% 

うき、破れ等が生じるシート防水や塗膜防水 

（耐用年数 10～20年程度のため、全面更新を想定） 
60%※1 

腐食や飛散物による劣化で耐久性･耐候性が比較的低い金属･シングル系 15% 

焼成により耐久性が高い瓦等 5% 

外壁 

腐食や劣化で耐候性が比較的低い金属･吹付け･塗装系 

表面劣化しやすいサイディング、ALC系 
10% 

焼成による耐久性や気密性の高いタイル等 5% 

内装 経年劣化によるもの（一律） 10% 

機械 

設備 

不具合が生じた機器や付属配管の更新 40%※2 

機械設備の内、エレベーター等の大型設備がある場合 80%※2 

電気 

設備 

不具合が生じた機器や付属配管の更新 40%※3 

電気設備の内、自家発電設備等の大型設備がある場合 80%※3 

屋外 経年劣化によるもの（一律） 5% 

※1：昭和児童センターの屋根・外壁改修工事の実績より。 
※2：竜北中学校、知立南中学校、知立小学校の大規模改修工事の実績より。 
※3：「平成 31 年版建築物のライフサイクルコスト （一財）建築保全センター」の中規模事務庁舎より。 
上記以外の修繕費率は、一般的な傾向から推定した。 

 

 

 

 

 

 

 

【修繕費率】

または 

【改修費率】 

×○％ 

×○％ 

【定期修繕費】 

または 

【大規模改修費】 

○○円 

○○円 
 

 

【構成比率】 
（コスト配分率） 

×○％ 

×○％ 

 

【部位ごとの

建替費】 

○○円 

○○円 
 

 

【部位】 

施設 
全体の 
建替費     
○○円 

 

屋根 

外装 

各部位を作り直す 

ために必要な費用 

各部位の機能を回復 

させるために必要な費用 

※設計費は、各工事の前年度に工事費の 10%を想定して計上する。 
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（３）改修費率の設定における基本的な考え方（大規模改修） 
 

大規模改修は、施設の長寿命化を図るための定期修繕に加えた機能改善として以下のように想定す

る。ここで、改修費率とは、各部位の建替費に対する大規模改修に要する費用の比率を示す。 

 

表 改修費率の設定における基本的な考え方 

部位 内容 改修費率 

屋根 

屋根材のうち、アスファルト防水、シート防水、塗膜防水、金属屋根、シン

グル系は、全面張替（塗替）が必要（仮設･防水･左官工事等を対象） 
60%※1 

瓦についても仮設足場工を含み、上記と同様に張替 

（瓦は高耐久のため、上記の半分と想定） 
30% 

外壁 

外壁のうち、金属、塗装系、吹付けは腐食や表面劣化が進行し易い 

（防水･金属･左官･塗装・建具（外部）工事等を対象） 
40%※2,3 

タイル、ALC、サイディング張り等の二次製品は上記と比べて劣化しにくい 30% 

内装※5 

内装のうち、劣化が著しい、または改善の必要性がある部屋のみ改修する一

般公共（限定改修）仕様 

（内装材は利用用途によって様々な材料が使用されているが、ここでは公共

建築工事標準仕様書-建築工事編の内装工事で挙げられているような材料

を想定し、一般公共仕様として位置付ける。） 

50%※2 

内装を全面改修し美観・快適性向上にも配慮する一般公共（全面改修）仕様 80%※3 

機械 

設備 

不具合が生じた機器や付属配管の更新 40%※2,3 

機械設備の内エレベーター等の大型設備がある場合や、大規模更新の場合 80%※2,3 

電気 

設備 

不具合が生じた機器や付属配管の更新 40%※4 

電気設備の内自家発電設備等の大型設備がある場合や、大規模更新の場合 80%※4 

屋外 一律に設定 20%※2,3 

※1：昭和児童センターの屋根・外壁改修工事の実績より。 
※2：知立小学校の実績より。 
※3：竜北中学校、知立南中学校の実績より。 
※4：「平成 31 年版建築物のライフサイクルコスト （一財）建築保全センター」の中規模事務庁舎よ

り。 
※5：内装の大規模改修は、前保全計画の方針から、学校施設と子育て支援施設を対象とする。 

（それ以外の公共施設について、内装は対象外とする） 
上記以外の改修費率は、一般的な傾向から推定した。 

 

 内装の改修費率について  

内装の大規模改修については、これまでに竜北中学校、知立南中学校、知立小学校で実施されて

いる。費用の内訳を分析した結果、竜北中学校と知立南中学校では、建替における内装分の想定費

用に対し、およそ 80%分の金額をかけて内装の改修が行われている。これは、内装のほぼ全面に近

い範囲でリニューアルがされ、内装における美観や快適性にも配慮されているためと考えられる。 

一方の知立小学校では、建替における内装分の想定費用に対し、およそ 50%程度の金額にとどめ

て内装の改修を行うこととしている。これは、大規模改修による費用は非常に多額となること、限

られた予算で改修しなければならないこと、躯体の長寿命化の観点では内装よりも屋根や外壁の方

が重要性は高いこと、不具合や陳腐化した設備類は更新の必要性があること等から、内装の改修は

必要最小限にとどめていると考えられる。このような事情を踏まえ、本市における内装の改修費率

は、知立小学校における実績を参考に設定する。 
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（４）部位別・仕様別の修繕・改修内容等の整理 

以下に、定期修繕と大規模改修の部位別・仕様別の対策内容および建替費に対する比率、定期修繕

サイクルを整理する。 

 

 

表 定期修繕と大規模改修の部位別・仕様別の対策内容および建替費に対する比率 

部位 仕様 
定期修繕 大規模改修 

対策内容 修繕費率 対策内容 改修費率 

 

屋 根 

■アスファルト防水 

（押えコンクリー

ト） 

・ 取合い部のシール劣化部分

の打ち替え 

・ 伸縮目地の劣化部分の打ち

替え 

10% ・ カバー工法あるいは全面張

替え 

（足場工含む） 

60% 

■シート防水、塗膜

防水 

・ 全面張替え又は塗替え（足

場工含む） 

60% ・ 全面張替え又は塗替え 

（足場工含む） 

60% 

■金属屋根 ・ 取合い部のシール劣化部分

の打ち替え 

・ 錆、膨れ、剥がれ、色あせな

どの劣化部分、補修後再塗

装 

15% ・ 左記の大規模改修 

（足場工含む） 

60% 

■シングル・スレー

ト屋根 

・ 膨れ、剥がれ、色あせなどの

劣化部分、補修後再塗装 

15% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

60% 

■瓦屋根  ・ ずれ、浮き、割れ、欠けなど

の劣化部分、取替え 

5% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

30% 

 

外装 

 

■吹付けタイル 

（コンクリート下地） 

・ ひび割れ部の補修、部分塗り

替え 

10% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

 

40% 

■金属・塗装 ・ 塗装劣化部分塗り替え 10% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

 

40% 

■タイル張り ・ シール劣化部分打ち替え 

・ 浮き、ひび割れ部分、樹脂注

入補修、部分張替え 

5% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

30% 

■ALC ・ シール劣化部分打ち替え 

・ 色あせなどの劣化部分、塗り

替え 

10% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

30% 

■サイディング張り ・ シール劣化部分打ち替え 

・ 色あせなどの劣化部分、塗り

替え 

10% ・ 左記の大規模改修 

(足場工含む) 

30% 

 

内 装 

■一般公共 

（限定改修）仕様 

床 

 

 

壁 

 

 

天井 

 

 

・ ビニルタイルなどのはがれ割

れ等、劣化部分の張替え 

 

・ クロスはがれ部分、補修 

・ 塗装の汚れ部分、塗り替え 

 

・ 汚れ、はがれ部分張替え 

10%  

・ 左記の大規模改修 

 

 

・ 左記の大規模改修 

 

 

・ 左記の大規模改修 

 

（劣化が著しい、または要改

善の部屋のみの改修） 

50% 

 

■一般公共 

（全面改修）仕様 

・同上 10% ・内装全面を改修し、美観や

快適性にも配慮する 

80% 
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部位 仕様 
定期修繕 大規模改修 

対策内容 修繕費率 対策内容 改修費率 

 

機 械 

設 備 

 

■一般設備仕様 ・ ポンプ類、給水管、排水管、

換気機器、空調機器、熱源

機器などの機器の更新（省エ

ネ機器） 

40% ・ 左記と同様 40% 

■特殊設備仕様 ・ ポンプ類、エレベーター等の

大型機器の更新（省エネ機

器） 

80% ・ 左記と同様 80% 

 

電 気 

設 備 

■一般設備仕様 ・ 受電機器、照明器具、盤類な

どの機器の更新（省エネ機

器） 

40% ・ 左記と同様 40% 

■特殊設備仕様 ・ 高圧受電設備、自家発電機

等の大型機器の更新（省エネ

機器） 

80% ・ 左記と同様 80% 

屋 外 ■アスファルト舗装 ・ 陥没、ひび割れ部分の補修 5% ・ 左記の大規模改修 20% 

※修繕費率：各部位の建替費に対する定期修繕に要する費用の比率 

※改修費率：各部位の建替費に対する大規模改修に要する費用の比率 

 

表 部位別・仕様別の定期修繕・大規模改修サイクル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部 位 仕 様 
定期修繕 

サイクル 

大規模改修

サイクル 

屋 根 ■アスファルト防水 10年 

40年 

■シート防水 

（塗膜防水含む） 
15年 

■金属屋根 15年 

■シングル屋根 10年 

■瓦屋根  10年 

外装 ■タイル張り 10年 

40年 

■ALC 10年 

■サイディング張り 15年 

■塗装 10年 

■吹付けタイル 10年 

内 装 ■一般公共（限定改修）仕様 10年 
40年 

■一般公共（全面改修）仕様 10年 

機 械 

設 備 

■一般公共仕様 15年 
40年 

■特殊設備仕様 15年 

電 気 

設 備 

■一般公共仕様 15年 
40年 

■特殊設備仕様 15年 

屋 外 ■アスファルト舗装 10年 40年 

※各サイクルは、「平成 31 年版 建築物のライフサイクルコスト 一財）建築保

全センター」やメーカーヒアリングを参考に設定した。 
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（５）定期修繕の実施時期の考え方 

現段階で C～D 判定相当の部位については、建築後の経過年数に関わらず、早急に修繕を行う

必要がある。公共建築物現況調査時から計画開始時までに、各部材の劣化は進行していると想定

されるため、計画開始直後（1 巡目）の定期修繕の実施時期は、調査年度を起点として、部位ご

との判定結果および仕様毎の定期修繕サイクルから、下記のとおり設定する。 

  

■計画開始直後（1巡目）の定期修繕の実施時期 
   判定結果（健全

度）  
 

定期修繕 
サイクル例 

A B C D 

定期修繕の実施時期（調査年度を0年目とする） 

15年 15年目 10年目 5年目 0年目 

10年 10年目 5年目 0年目 0年目 

   ※計画開始時に既に修繕時期を迎える部位については、計画開始年に実施する。 

 

 

 

 

 
   

 

   

 

 

    
 

   

 

 

 
 

  
 

 
 

 

 
   

  

 

 

  

 

 

 

 

2 巡目以降の定期修繕の実施時期については、前回修繕の年度を起点として、定期修繕サイク

ルに従い設定する。 

ここで、定期修繕サイクルの起点の相違により、定期修繕と大規模改修の実施時期の重複が

起こる可能性があることから、定期修繕の実施時期については、下記のとおりとする。また、大

規模改修を行った場合、定期修繕のサイクルは大規模改修を実施した年度を起点として再設定す

る。 

  5年以下 ⇒  定期修繕を計画しない。 

  5年超え ⇒  定期修繕を計画する。 

 

 

 

 

 

 

 

A 

 
 

B 

 
 

C 

 
 

D 

劣化の 

進行イメージ 

 

劣化の 

進行イメージ 

定期修繕サイクルが 15年の部位 

 

定期修繕サイクルが 10年の部位 

 

定期修繕サイクル 
計 画 年 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 ・・ 

10 年    ＊          ＊  ★  

 

 
大規模改修の 5年以内は、 
定期修繕を実施しない。 

 

定期修繕の本来の予定年で
あるが、実施しない 

 

＊ ：定期修繕実施年 

★ ：大規模改修実施年 

 

 

 

 

調査時からの経過年数（年） 

判
定
結
果(

劣
化
度) 

 0 5 10 15 

A 

 
 

B 

 
 

C 

 
 

D 

判
定
結
果(

劣
化
度) 

 

優 

 

劣 

 

0 5 10 15 

例. 2013 年に調査された部位（定期修繕サイクル 15 年）が B 判定であった場合 
 ⇒10 年後に劣化が D 判定相当になることから、2023 年に 1 巡目の定期修繕を行う。 

調査時からの経過年数（年） 
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５－６ 整備レベルの設定 

（１）整備レベルの考え方 

大規模改修の実施に当たっては、単に数十年前の建築時の状態に戻すのではなく、構造体の長寿命

化やライフラインの更新等により建築物の耐久性を高めることが必要となる。同時に、省エネ化・防

災等の現在の社会的な要請に応じるための改修（機能向上）を行うことも必要となる。 

また、少子高齢化によって職員の人材不足が懸念される中、より効率的な維持管理が求められる

ため、手間がかからず、維持管理において高耐久の材質とすることが必要となる。 

ここでは、今後の公共施設の整備にあたり、長寿命化や機能向上において配慮すべき性能に対し

て、各部位の整備レベルを設定し、将来の社会的要求水準の高まりへの対応や、建物の整備レベルの

統一を図る。 

 

【整備レベルを設定する観点】 

・建築物の耐久性の向上、長寿命化 

・省エネ化による光熱費の縮減 

・維持修繕費の削減 

・多様な利用形態による活動が可能となる環境の提供 

・社会的に要求される水準への対応 

・環境負荷の低減に配慮 

・整備レベルの統一 

・「知立市公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針」の推進 

・「知立市ユニバーサルデザイン基本計画」及び「知立市人にやさしい街づくり推進計画 2010」

の推進 

 

【整備レベルを設定する上での代表的な検討項目】 

 

 

【参考文献】 

・学校施設の長寿命化改修の手引 平成 26 年 1 月 文部科学省 

・学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き 平成 27 年 4 月 文部科学省 

・学校施設の長寿命化改修に関する事例集 平成 29 年 3 月 文部科学省 

・学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 平成 29 年 3 月 文部科学省 

・学校トイレノウハウブック 平成 29 年 4 月 学校のトイレ研究会 

・平成 31 年版 建築物のライフサイクルコスト 令和元年 5 月 （一財）建築保全センター 

・知立市公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針 平成 26 年 2 月 1 日施行 

・知立市ユニバーサルデザイン基本計画 2019 年 3 月 

・知立市人にやさしい街づくり推進計画 2010 平成 22 年 3 月 

 

 

耐久性 　・高耐力　・修繕の容易さ　・高効率構造

機能性 　・給排水等の設備　・利用環境　・バリアフリー　・防災

環境性 　・断熱性能　・設備の高効率化　・木材利用　・ユニバーサルデザイン
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（２）整備レベルの設定 

以下に各部位の整備レベル（案）を示す。本市では、限られた予算で 40 年以上経過した数多くの

公共施設の大規模改修を行う必要があるため、試算に当たっての整備レベルは、「長寿命化に向けた

整備レベル」を標準とする。下記の整備レベルは、新築工事および改修工事に際し、長寿命化や機能

向上を図るための一例である。実際には、それぞれの施設で必要とされる機能や整備レベルについて

個々に検討し、部位ごとに各材料の LCC 比較を行ったうえで選定されるものであることに留意する

必要がある。 

なお、本市における施設のユニバーサルデザイン化に関しては、これまでも「知立市ユニバーサ

ルデザイン基本計画(2019.3）」、「知立市人にやさしい街づくり推進計画 2010（H22.3)」を踏まえ

推進してきているが、引き続き配慮していくものとする。 

 

表 公共施設の各部位の整備レベル（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高 低

機能向上に向けた
整備レベル

長寿命化に向けた
整備レベル

現状の整備レベル

陸屋根 改質アスファルト防水+断熱 改質アスファルト防水 シート・塗膜防水

勾配屋根
通気下地屋根+断熱

ステンレス製屋根　等
ガルバリウム鋼板

（または高耐久塗膜）
カラー鋼板、シングル葺等

RC造 高耐久防水塗膜+外断熱 高耐久塗膜（フッ素等） 複層薄塗

鉄骨造 外壁通気+外張り断熱 高耐久塗膜（フッ素等） 外壁ボード

天井 床 壁 美観・快適性向上、全面改修 木質化、高耐久材、劣化部改修 従来仕様

トイレ内装 美観・快適性向上、全面改修 高耐久材、劣化部改修 従来仕様

給排水 節水型、感染症対策 ステンレス製、トイレ洋式化 従来仕様

配管 高耐久配管+PS確保
高耐久配管（埋設、露出）

（または管更生）
鋼管等（埋設）

その他設備
防犯・防災機能の強化、

空調設置、EV設置（バリアフリー）

照明 LED照明（自動調光） LED照明 蛍光灯等

配管 高耐久配管+EPS確保
高耐久配管（埋設、露出）

（または管更生）
鋼管等（埋設）

その他設備 再生可能エネルギーの導入等

従来仕様、定期更新

整備レベル

部位 項目

外壁

屋根

機械設備

内装

電気設備

従来仕様、定期更新
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（３）参考資料 

表 屋上防水の耐用年数 

 

 

 

 

 

 

表 外壁塗膜の美観上の耐用年数 

 

 

 

 

表 外装材の耐用年数とメンテナンス周期 

外壁材 耐用年数目安 メンテナンス周期 

タイル 40 年 メンテナンス不要 ※手入れは必要 

窯業系サイディングボード 40 年 7～8 年 

金属系サイディングボード 40 年 10～15 年 

木質系サイディングボード 40 年 8～12 年 

樹脂系サイディングボード 40 年 10～20 年 

モルタル壁 30 年 8～10 年 

ＡＬＣボード 60 年 10～15 年 

コンクリート壁 60～100 年 15～20 年 

参考【リフォーム関連会社 HP 一部加筆】 

 

表 トイレ内装の壁の仕上げ材一覧表 

 

 

 

 

 

 

抜粋【学校トイレノウハウブック 学校のトイレ研究会】 

 

表 空調・給排水配管、電気・通信配線の更新容易性 

段階 内容 

レベル 1 

（最低評価） 

各種設備の配管・配線の更新への対応の計画がなく、はり・柱・耐力壁など構造体を一部破壊しなければ各種

設備の配管配線の更新・修繕ができない場合。 

レベル 3 

（一般的水準） 

将来用(更新用)のスペースやルートの確保などにより、構造部材を痛めずにほぼ全ての各種設備の配管・配線

の更新・修繕ができる場合。 

レベル 5 

（最高水準） 

空調・給排水配管をパイプスペース（PS）や床下ピット内に、電気・通信配線をエレクトリックパイプスペ

ース（EPS）やケーブルラック内に配線することにより、構造部材や仕上げ材を痛めずに更新・修繕ができる

場合。 

抜粋【学校施設の長寿命化改修の手引 文部科学省】 

 

 

※建設省総合開発プロジェクト（S55〜

S59）の「建築防水の耐久性向上技術」

資料より引用。 

（ ）内の年限は、田島ルーフィング

（株）の経年防水層分析試験など、独

自研究データによる推定耐用年数。 

抜粋【学校施設の長寿命化改修の手引 文部科学省】 

抜粋【関東防水管理事業協同組合 HP】 
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５－７ 公共施設の修繕・建替等の費用に係る上限額の設定 

本市が過去に公共施設等の修繕・更新等に充てられてきた普通建設事業費は、主に、一般財源と国

や県からの補助金（国庫支出金、県支出金）及び地方債等から構成されている。 

総合管理計画において示された 2011 年度～2015 年度における「普通建設事業費を構成する主な

財源の内訳の推移」を以下に示す。 

過去 5 年間における投資的経費（公共施設）の平均額は約 7.3 億円/年に対し、一般財源の割合は 5

年間平均で 40.9%である。このことから、本市が一般財源として充当可能な見込み額としては 7.3 億

円/年×40.9%≒3.0 億円/年と考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 普通建設事業費を構成する主な財源の内訳の推移 

抜粋【知立市公共施設等総合管理計画 H29.3知立市 P43】 

 

近年では、文部科学省（学校施設）や総務省（学校施設以外）から長寿命化改良事業等に関する

補助や地方債による支援制度が講じられている一方で、公共施設における投資的経費は将来の少子高

齢化等による税収減の影響により、今後の投資的経費は減少していくことが懸念される。 

将来の人口変動を踏まえた財政シミュレーションを行った結果、将来の投資的経費は年間平均

（2020 年～2044 年の 25 年間）で約 6.5 億円/年と試算され、過去の投資的経費よりも約 0.8 億円/年

の減少が見込まれる。ただし、この結果は 2018 年度の投資的経費が他の年度と比べて非常に少ない

ことも踏まえている。 

 

 

 

 

 

 

 

図 財政シミュレーションによる将来の公共施設に係る投資的経費の推移 

 

上記のことから、公共施設における投資的経費の予測は難しく流動的であることが考えられる。こ

こでは、過去の実績と総合管理計画における方針から、修繕・更新等に係る費用として 7.3 億円/年

を上限額として設定する。 
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（百万円）
平均予算額：約 6.5 億円/年 

過去の投資的経費（公共施設）は 

5年平均で 7.3億円/年 

（一般財源としては 3.0億円/年） 
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５－８ 試算結果 

（１）全施設を事後保全型管理とした場合 

全施設を事後保全型管理とし、建築後の経過年数が 60 年となる時期で建替える場合、今後 25 年

間の修繕・建替等に係る費用は、総額で約 594 億円（約 23.8 億円/年）と試算された。一般会計（公

共施設）の過去の投資的経費の約 7.3 億円/年と比べると、約 16.5 億円/年の財源が不足することが見

込まれる。 

直近 5 年では、劣化が進展している部位の定期修繕を行うが、2025 年以降は多額の建替費が発生

することが見込まれ、老朽化した公共施設を順次建替えていく必要がある。 

そのため、事後保全型管理により公共施設を維持することは困難であると考えられる。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 事後保全型管理における試算結果 
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（億円）

（年度）

修繕・更新・撤去費用の年度別グラフ（事後保全のみ）

定期修繕費 建替費 設計費

今後 25年間の施設の修繕・

建替等に係る費用の見込み 
 

定期修繕費：146億円 

建替費：  394億円  

設計費：   54億円 

費用総額： 594億円   

差額 

約 16.5 億円/年  

（現状の約 3.3 倍） 

将来必要となる 

費用 

約 23.8 億円/年 

一般会計（公共施設）の

過去の投資的経費 

約 7.3 億円/年 

（総合管理計画より） 
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（２）予防保全型管理を取り入れた場合（内装の大規模改修は全施設を対象とした場合） 

長寿命化を図る施設に対して、予防保全型管理を行い、建築後の経過年数が 80 年となる時期で建

替える場合、今後 25 年間の修繕・建替等に係る費用は、総額で約 308 億円（約 12.3 億円/年）と試

算された。全施設を事後保全型管理とする場合と比べ、予防保全型管理を取り入れた場合の試算では、

総額で約 286 億円の費用縮減が図れる見込みである。それでも、一般会計（公共施設）の過去の投資

的経費の約 7.3 億円/年と比べると、約 5.0億円/年の財源が不足することが見込まれる。 

2020 年において多額の大規模改修費が積み上げられている施設は、築年数 40 年以上経過してい

るが長寿命化に向けた大規模改修が実施されていない公共施設（積み残し分）である。これらの施設

については、公共施設の長寿命化とライフサイクルコスト低減に向け、公共施設の優先度評価に基づ

き、順次改修していく必要がある。 

これらの改修が実現できれば、計画期間内において建築物の建替費は計上されず、かつライフサイ

クルコストの低減に繋がると考えられる。ただし、2045 年以降に建替対象となる施設が先送りされ

ていることに注意が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 予防保全型管理を取り入れた場合の試算結果（内装の大規模改修は全施設を対象） 
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（億円）

（年度）

修繕・更新・撤去費用の年度別グラフ（予防保全あり）

定期修繕費 大規模改修費 建替費 設計費

今後 25年間の施設の修繕・

建替等に係る費用の見込み 
 

定期修繕費： 134 億円 

大規模改修費：108 億円 

建替費：    38 億円 

設計費：    28 億円  

費用総額：  308 億円   

差額 

約 5.0 億円/年  

円 

将来必要となる 

費用 

約 12.3 億円/年 

（現状の約 1.7 倍）  

一般会計（公共施設）の

過去の投資的経費 

約 7.3 億円/年 

（総合管理計画より） 

大規模改修の積み残し分→計画的な改修が必要 

※内装の大規模改修について、対象を「全施設」とした場

合の試算である。 

学校校舎の改修費率は全面改修仕様の 80%。 

学校校舎以外の改修費率は限定改修仕様の 50%。 
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（３）予防保全型管理を取り入れた場合（内装について限定的な修繕とした場合） 

前述の予防保全型管理を取り入れた場合の試算でも、将来的に公共施設に充当する予算が不足する

と想定される。 

ここで、市内の公共施設について内装の改修を「学校施設」と「子育て支援施設」だけとし、さら

に改修レベルを限定的な内容（知立小学校における実績を参考に、内装の不具合箇所や要改善箇所の

みの改修）とした場合の試算を以下に示す。 

この試算の場合、今後 25 年間の修繕・建替等に係る費用は、総額で約 284 億円（約 11.4 億円/年）

と試算された。前述の予防保全型管理を取り入れた場合の試算に対し、総額で約 24 億円の費用縮減

が図れる見込みである。 

不足分の財源について、今後は計画的に公共施設の総延床面積を縮減し、面積縮減分のランニング

コストを投資的経費に充当していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 予防保全型管理を取り入れた場合の試算結果（内装の大規模改修は限定的） 
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（億円）

（年度）

修繕・更新・撤去費用の年度別グラフ（予防保全あり）

定期修繕費 大規模改修費 建替費 設計費

今後 25年間の施設の修繕・

建替等に係る費用の見込み 
 

定期修繕費： 127 億円 

大規模改修費： 93 億円 

建替費：    38 億円 

設計費：    26 億円  

費用総額：  284 億円   

差額 

約 4.1 億円/年  

円 

将来必要となる 

費用 

約 11.4 億円/年 

（現状の約 1.6 倍）  

一般会計（公共施設）の

過去の投資的経費 

約 7.3 億円/年 

（総合管理計画より） 

大規模改修の積み残し分→計画的な改修が必要 

※内装の大規模改修について、対象を「学校施設」と「子育て

支援施設」のみとした場合の試算である。 

改修費率は、限定改修仕様（改修費率 50%）。 
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（４）大規模改修を要する建築物 

短期計画の期間内（2020 年度～2026 年度）に、積み残しを含め大規模改修の時期を迎える公共施

設（予防保全型管理を行い、かつ短期計画期間内に築 40 年経過する施設）を以下に示す。以下の施

設について計画的に大規模改修を行う必要があるが、予算の制約と工事優先度により平準化を行った

場合には、短期計画の期間から外れる公共施設がある。 

表 2026年度までに大規模改修の実施時期を迎える公共施設一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）大規模改修を実施済の公共施設（予防保全型管理を行う施設） 

表 大規模改修を実施済の公共施設一覧 

 
※市営八橋住宅、市民体育館、西児童センター、老人福祉センター、身体障害者福祉セン

ターの工事は屋根と外壁のみの対応だが、他の部位は定期修繕で対応するものとする。 

施設名 棟名称
建築
年度

構造
延床面積

（㎡）
管理
方針

経過年
2019時点

大規模改修
次期

市民体育館 市民体育館 1981 RC造＋S造 6,304 予防 38 （2019済）
竜北中学校 南棟 1977 RC造 3,340 予防 42 （2016済）
竜北中学校 北棟 1977 RC造 2,650 予防 42 （2017済）

知立南中学校 南棟 1981 RC造 3,459 予防 38 （2014済）
知立南中学校 北棟 1982 RC造 2,744 予防 37 （2015済）
上重原保育園 園舎 1978 RC造 1,261 予防 41 （2015済）
新林保育園 園舎 1973 RC造（一部S造） 953 予防 46 （2010済）

上重原西保育園 園舎 1977 RC造 1,211 予防 42 （2019済）
西児童センター 西児童センター 1981 RC造 433 予防 38 （2019済）

老人福祉センター 老人福祉センター 1981 RC造＋S造 966 予防 38 （2019済）
身体障害者福祉センター 身体障害者福祉センター 1981 RC造＋S造 512 予防 38 （2019済）
西丘文化センター 西丘文化センター 1981 RC造 230 予防 38 （2013済）

市営八橋住宅 A 1979 PC造 1,086 予防 40 （2013済）
市営八橋住宅 B 1980 PC造 1,116 予防 39 （2013済）
市営八橋住宅 C 1981 PC造 1,203 予防 38 （2013済）
市営八橋住宅 D 1982 PC造 1,210 予防 37 （2013済）
市営八橋住宅 集会所 1981 PC造 70 予防 38 （2013済）

施設名 棟名称
建築
年度

構造
延床面積

（㎡）
管理
方針

経過年
2019時点

中央公民館 中央公民館 1978 RC造 3,042 予防 41
昭和グランド 管理事務所 1984 RC造 279 予防 35
知立小学校 北棟 1967 RC造 4,097 予防 52
知立小学校 南棟 1965 RC造 2,106 予防 54
猿渡小学校 北棟 1966 RC造 2,416 予防 53
猿渡小学校 屋内運動場 1970 S造 773 予防 49
猿渡小学校 南棟西 1971 RC造 1,329 予防 48

来迎寺小学校 北棟 1967 RC造 3,448 予防 52
知立東小学校 校舎 1966 RC造 4,485 予防 53
知立東小学校 屋内運動場 1972 S造 775 予防 47
知立西小学校 南棟 1973 RC造 4,909 予防 46
知立西小学校 屋内運動場 1975 S造 1,198 予防 44
八ツ田小学校 南棟 1976 RC造 2,782 予防 43
八ツ田小学校 屋内運動場 1977 S造 858 予防 42
八ツ田小学校 北棟 1976 RC造 1,653 予防 43
知立南小学校 北棟 1979 RC造 4,674 予防 40
知立南小学校 屋内運動場 1979 S造 858 予防 40
知立中学校 校舎 1969 RC造 6,072 予防 50
知立中学校 武道場 1983 S造 952 予防 36
知立中学校 技術棟 1984 RC造 742 予防 35
竜北中学校 木金工棟 1977 S造 342 予防 42
竜北中学校 屋内運動場 1977 S造 1,555 予防 42
竜北中学校 武道場 1984 S造 474 予防 35

知立南中学校 屋内運動場 1981 S造 1,500 予防 38
知立南中学校 木金工棟 1982 RC造 307 予防 37
知立南中学校 柔剣道場 1985 S造 495 予防 34
知立保育園 園舎 1970 RC造 824 予防 49
逢妻保育園 園舎 1971 S造ﾓﾙﾀﾙ 720 予防 48
宝保育園 園舎 1975 RC造 927 予防 44

昭和児童センター 昭和児童センター 1979 RC造 507 予防 40
保健センター 保健センター 1983 RC造 2,005 予防 36

知立市役所本庁舎 本庁舎 1978 RC造 7,069 予防 41
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６.  修繕工事の平準化に向けた優先度評価（以下、公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

６－１優先度評価について 

（１）優先順位付けの目的 

建築物の老朽化が進行する中、投資的経費の増額が求められるが、社会保障費の増加もあり、

実質困難であると考えられる。限られた予算の中、修繕工事について優先性をあらかじめ整理し、

将来的には公共施設の再配置によるコスト縮減も必要となってくる。 

ここでは、コスト縮減対策として予防保全型の管理により将来のライフサイクルコストを試

算した結果に対し、劣化状況等による工事の優先順位付けにより、予算制約条件下における平準

化を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 平準化のイメージ 

 

 

 

図 修繕工事の先送りイメージ 

（２）優先度評価の方法 

保全計画の作成に際して、工事等を行う際の優先性の評価として、評価項目を設定する。 

工事優先度は、建築物の健全度と重要度に関する指標から設定する。 

ここで、工事優先度において同順位がある場合は、建築年度が古い棟を優先とし、さらに同

順位となる場合は、潜在的に劣化箇所が多いという観点から延床面積が大きい順とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 優先度評価のフロー 
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（億円）

（年度）

修繕・更新・撤去費用の年度別グラフ（予防保全あり）

定期修繕費 大規模改修費 建替費 設計費

建築年度が古いほど優先 

延床面積が大きいほど優先 

      工事優先度順 STEP1 
総合評価 

点数が大きいほど優先 

      建築年度順 STEP2 
老朽化度 

      延床面積順 STEP3 
劣化箇所の潜在性 

費用が集中している年度について、

予算の平準化が必要 

予算上限額 



 

 

61 

 

６－２ 工事優先度における指標の設定 

（１）工事優先度の計算式 

下式から、棟ごとに工事優先度を算出する。 

（改修工事等は、部位ごとでなく、棟ごとに実施されることが効率的であるため、棟ごとに

工事優先度を設定する。） 

 

棟の工事優先度 ＝ 【劣化度】×【影響係数】×【老朽化係数】 ＋ 【重要度】 

100 点満点           100 点満点 

※老朽化係数は、劣化度×影響係数を補正する係数である 

 

【劣化度】 

・点検結果 A、B、C、D の 4 段階の判定をした後に総合判定を行う。 

○直ちに改修が必要                 ○問題なし 

（重要部材に D 判定がある）             （A 判定のみ） 

 

【影響係数】 

・劣化状況を放置した場合、損害が拡大し機能停止時の影響が大きいか。 

○現状放置による被害拡大や             ○被害拡大の恐れがなく 

施設利用への影響が大きい              施設利用に影響が小さい 

 

【老朽化係数】 

・建築年度が古い建物ほど内在的な劣化が潜んでいる可能性がある。 

          

○建築年度が古い                 〇建築年度が新しい 

 

【重要度】 

・市が公共サービスを提供する上で重要な施設。 

①予防保全型管理                  ①事後保全型管理 

②市街化区域内                   ②市街化区域外 

③継続すべき施設                  ③見直すべき施設 

④利用率（高）                   ④利用率（低） 

⑤防災上の重要拠点                 ⑤防災上の重要拠点以外 

⑥不具合時の影響度（大）              ⑥不具合時の影響度（小） 

⑦ユニバーサルデザイン（高）            ⑦ユニバーサルデザイン（低） 

⑧利用者負担の割合（高）              ⑧利用者負担の割合（低） 

⑨施設維持効率度（高）               ⑨施設維持効率度（低） 

 

 

 

 

大 優先度 小 

 

大 優先度 小 

 

大 優先度 小 

 

※ 

大 優先度 小 
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（２）劣化度×影響係数 

劣化度×影響係数は「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」を参考に設定する。劣化度×

影響係数は、100 点満点とした場合の点数を算出する。 

「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」で健全度の算出方法が記載されているが、各部位

の影響係数（配分率）はコスト配分に基づき設定されている。修繕の優先順位については、健全度、

部位の影響度等も考慮すべきであるため、ここでは、躯体への影響を考慮した影響係数を設定する。

また、ここでは点数が大きいほど劣化の影響が大きいものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※部位の影響係数は、以下のように部位の構造体に与える影響度を想定した上で設定する。点数は

1 点ずつの差をつけるものとする（部位間の差の程度は考慮していない）。 

屋根 ＞ 外壁 ＝ 内装 ＞ 機械設備 ＝ 電気設備 ＞ 屋外 

 

屋根  ：雨水が浸入しやすく、構造全体に影響を与える 

＞ 外壁  ：雨かかりがあるが、屋根ほどではない（滞水しない） 

＝ 内装  ：利用によっては二酸化炭素や水による影響あり＝外壁と同程度とする 

＞ 機械設備：構造体に与える影響は小さい 

＝ 電気設備：同上 

＞ 屋外  ：構造体に直接影響を与えない 

 

 

＜部位の劣化度＞ 

判定 点数 

Ａ 0 

Ｂ 30 

Ｃ 65 

Ｄ 100 

 

＜部位の影響係数＞ 

部位 影響係数 

屋根 4.0 

外壁 3.0 

内装 3.0 

機械設備 2.0 

電気設備 2.0 

屋外 1.0 

合  計 15.0 

 

＜1棟当りの劣化度×影響係数の算出方法＞ 

 健全度＝Σ（部位の劣化度×部位の影響係数）÷15.0 

 
＜健全度計算例＞ 

部位 判定 点数  影響係数   

屋根 Ａ 0 × 4.0 ＝ 0.0 

外壁 Ｂ 30 × 3.0 ＝ 90.0 

内装 Ｃ 65 × 3.0 ＝ 195.0 

機械設備 Ｄ 100 × 2.0 ＝ 200.0 

電気設備 Ｂ 30 × 2.0 ＝ 60.0 

屋外 Ｂ 30 × 1.0 ＝ 30.0 

    合計 575.0 

      ÷15 

  劣化度×影響係数 / 15 38 

 



 

 

63 

 

 

（３）老朽化係数 

劣化度は、建築物において顕在化しだした劣化状況を評価している。しかし、建築年度が古い建築

物ほど内在的な劣化（コンクリート内部の劣化、繰り返し使用による劣化や摩耗、鋼材の疲労等）が

潜んでいる可能性が高い。 

ここでは、前述で算出した劣化度×影響係数について、建築年度も考慮し、下記のように老朽化係

数を乗じて補正するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

例）建築年度が 1973 年の場合の老朽化係数 

＝ 1.58 –（1973-1963）× 0.58 / （2017-1963） 

≒ 1.456 

 

 

※老朽化係数の最大値「1.56」は、以下のように設定した。 

「各棟の劣化度×影響係数の平均値」＝ 34.6 

「各 棟 の 重 要 度 の 平 均 値」＝ 48.2 

ここで、【老朽化係数の最大値】＝ 1.58 のとき、 

「（各棟の劣化度×影響係数×老朽化係数）の平均値」≒ 48.3 

となり、「各棟の重要度の平均値」と概ね同等となる。 

よって、【老朽化係数の最大値】＝1.56 とする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜老朽化係数＞ 

項目 年度 
老朽化 

係数 

最も古い公共施設（計画対象） 1963 1.58（最大値） 

最も新しい公共施設（計画対象） 2017 1.00（最小値） 

上記以外の公共施設 
1964～ 

2016 
上記の比例配分 
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（４）重要度 

改修工事等の優先性に関する重要度の指標は様々なものが考えられるが、改修工事等は、施

設の長寿命化とサービス水準の維持（劣化の観点では、安全性や耐久性の維持、回復等）を目的

に行われる。よって重要度に関する指標は以下の観点から選定する。 

 

・施設の方針として長寿命化すべき施設（管理方針、将来的なあり方 等） 

・劣化等による不具合時の影響が大きい施設（利用率、防災上の重要拠点 等） 

・サービスを保つべき施設（使いやすさ、利用率、利用者負担の割合、市街化区域 等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜重要度の点数配分＞ 

重要度の指標 配分点 

①管理方針 10 

②市街化区域 10 

③将来的なあり方 15 

④利用率（平均利用者数/延床面積） 15 

⑤防災上の重要拠点 15 

⑥不具合時の影響度（特殊設備の保有量） 10 

施設カルテに

おけるレーダ

ーチャート 

⑦ユニバーサルデザイン（バリアフリ

ー） 
5 

⑧利用者負担の割合 

（利用料等/施設維持運営費） 
10 

⑨施設維持効率度 

（施設維持費/延床面積） 
10 

合計 100 

 

＜②市街化区域における点数＞ 

分類 点数 備考 

区域内 10 市街化を図る区域の 

施設を優先とする 

（施設単位で評価） 区域外 0 

 

＜①管理方針における点数＞ 

分類 点数 備考 

予防保全 10 長寿命化すべき施設 

を優先とする 事後保全 0 
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＜⑤防災上の重要拠点における点数＞ 

注記 1）中央公民館は、知立市役所と複合施設であるため、知立市役所と同等の位置付け（災害対策本部）とする。 

注記 2）歴史民俗資料館は、図書館と複合施設であるため、図書館と同等の位置付け（指定避難所）とする。 

注記 3）市民体育館内の指定避難所は主競技場としているが、市民体育館全体及び複合施設の老人福祉センター、身体障害者福

祉センター、西児童センターも同等の位置付け（指定避難所）とする。 

注記 4）知立市役所について、本庁舎、現業棟、新現業棟の 3 棟とも災害対策本部とする（現業棟と新現業棟は、物資拠点及び

応援部隊の詰所を想定している）。 

注記 5）知立文化広場について、かきつばた会館は指定避難所とし、ソーラ棟は倉庫、車庫等の無人施設とする。 

注記 6）指定広域避難場所及び指定一時避難地は、公園、グランド（校庭を含む）、公共空地等を指定しているため、対象外と

する。 

※知立市地域防災計画-地震災害対策計画、風水害対策計画、資料編-（平成 31年 2月修正）より 

分類 点数 
該当施設の例 

（計画対象の施設のみを記載） 
備考 

災害対策本部、医療救護所、 

保健活動拠点 

（倉庫、車庫等の無人施設を除

く） 

15 

【災害対策本部】知立市役所（中央公民館を含む） 

【 医療救護所 】来迎寺小・知立西小・知立南小の校舎 

【保健活動拠点】保健センター 

災害時の拠

点施設を優

先とする 

指定避難所 

（倉庫、車庫等の無人施設を除

く） 

10 

知立文化広場（かきつばた会館）、猿渡公民館、 

図書館（歴史民俗資料館を含む）、 
市民体育館（館内全体、老人福祉センター、身体障害者福祉センタ

ー、西児童センターを含む）、 

学校-体育館（全 10校）、指定保育園（上重原西、知立南、逢妻、高
根）、 

西丘文化センター、昭和児童センター、市営八橋住宅（集会所） 

福祉避難所 

（倉庫、車庫等の無人施設を除

く） 

10 
かとれあワークス、いきがいセンター、 

中央子育て支援センター、児童発達支援センター 

上記、下記以外の施設 5 その他児童センター、市営住宅 等 

倉庫、車庫等の無人施設、 

市外施設 
0 

知立文化広場（ソーラー棟）、プール棟、クラブハウス棟、 

野外センター（管理棟） 

＜③将来的なあり方における点数＞ 

分類 代表施設 点数 備考 

○継続 図書館、学校（体育館）、市役所 等 

15 

継続すべき施設 

（複合化含む） 

を優先とする 

○複合化または統合 学校（校舎、技術棟 等） 

○継続または民営化 保育園（知立、高根、八橋以外） 

○継続・複合化 
猿渡公民館、昭和児童センター、南児童センタ

ー 

○継続または移転 かとれあワークス、保健センター 

○転用 知立文化広場 

7 
上記、下記以外 

の施設 
〇継続・複合化または民営化 高根保育園 

○移転または民営化 知立保育園、八橋保育園 

○譲渡 野外センター 

0 

再配置により建物 

が残らない施設 

は優先としない 

○統合 身体障害者福祉センター、市営本田住宅 等 

○転用（移転） 猿渡児童クラブ 

○複合化 西児童クラブ、昭和老人憩の家 等 

○廃止または統合 学校プール 

 

 

 

 

 

 

 

＜④利用率における点数＞ 

分類 点数 備考 

上位 3割 15 市民全体を基準に、面積当り

の利用者が多いほど優先とす

る 

（施設単位で評価） 

中位 4割 7 

下位 3割 0 
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※1バリアフリー 

3P：対応済     2P：一部対応      1P：非対応 

 

※2利用者負担の割合：利用料等/施設維持運営費 

3P：100%以上    2P：30%以上 100%未満  1P：30%未満 

 

※3施設維持効率度：施設維持費/延床面積 

3P：下位 3割以内  2P：中位 4 割      1P：上位 3割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜施設カルテにおけるレーダーチャートの点数＞ 

レーダーチャート 

上のポイント 

点数 
備考 ⑦バリア 

フリー※1 
⑧利用者負
担の割合※2 

⑨施設維持 
効率度※3 

3P 5 10 0 

（施設単位で評価） 2P 2 5 5 

1P 0 0 10 

 

＜⑥不具合時の影響度における点数＞ 

特殊設備の保有数 点数 備考 

4～6種類 10 特殊設備が多い施設ほど大掛かりな

施設で影響が大きいため、優先とす

る 

（施設単位で評価） 

1～3種類 5 

0種類 0 
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６－３ 工事優先度の算出結果 

以下に工事優先度の算出結果を示す。 

 

表 工事優先度の算出結果一覧表（1/2） 

 

施設名 棟名称
建築
年度

管理
方針

市街化

区域

将来的な

施設のあり方

利用

率

防災上の

重要拠点

不具合時

の影響度

バリア

フリー

利用者負

担の割合

施設維持

効率度

劣化

点数

重要度

点数

工事

優先度

知立文化広場 かきつばた会館 1979 事後 区域内 転用 上位 指定避難所 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 31.0 49.0 80.0
知立文化広場 ソーラ棟 1979 事後 区域内 転用 上位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 55.4 39.0 94.4

西丘コミュニティセンター 西丘コミュニティセンター 1987 予防 区域内 複合化 下位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 39.7 32.0 71.7
文化会館 文化会館 2000 予防 区域外 継続 中位 その他 3種 2（バ） 1（利） 1（維） 43.8 54.0 97.8
図書館 図書館 1987 予防 区域内 継続 上位 指定避難所 2種 2（バ） 1（利） 2（維） 48.9 72.0 120.9

歴史民俗資料館 歴史民俗資料館 1987 予防 区域内 継続 上位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 48.9 72.0 120.9
中央公民館 中央公民館 1978 予防 区域内 継続 上位 災害対策本部 2種 3（バ） 1（利） 3（維） 75.7 75.0 150.7
猿渡公民館 猿渡公民館 1979 事後 区域内 継続・複合化 上位 指定避難所 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 48.8 57.0 105.8
市民体育館 市民体育館 1981 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 4種 2（バ） 1（利） 2（維） 16.6 69.0 85.6
昭和グランド 管理事務所 1984 予防 区域内 継続 上位 その他 0種 1（バ） 1（利） 1（維） 50.1 65.0 115.1
知立小学校 北棟 1967 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 69.7 54.0 123.7
知立小学校 南棟 1965 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 70.7 54.0 124.7
知立小学校 屋内運動場 2004 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 9.1 59.0 68.1
知立小学校 プール 1963 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 54.8 19.0 73.8
猿渡小学校 北棟 1966 予防 区域内 複合化または統合 下位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 100.6 47.0 147.6
猿渡小学校 屋内運動場 1970 予防 区域内 継続 下位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 55.7 52.0 107.7
猿渡小学校 南棟西 1971 予防 区域内 複合化または統合 下位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 93.6 47.0 140.6
猿渡小学校 南棟東 1992 予防 区域内 複合化または統合 下位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 38.1 47.0 85.1
猿渡小学校 東棟 2007 予防 区域内 複合化または統合 下位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 25.5 47.0 72.5
猿渡小学校 プール 1970 事後 区域内 廃止または統合 下位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 66.2 12.0 78.2

来迎寺小学校 北棟 1967 予防 区域内 複合化または統合 中位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 89.1 64.0 153.1
来迎寺小学校 南棟 1989 予防 区域内 複合化または統合 中位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 48.1 64.0 112.1
来迎寺小学校 屋内運動場 1997 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 47.8 59.0 106.8
来迎寺小学校 東棟 2008 予防 区域内 複合化または統合 中位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 35.1 64.0 99.1
来迎寺小学校 プール 1975 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 60.5 19.0 79.5
知立東小学校 校舎 1966 予防 区域内 複合化または統合 下位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 82.5 47.0 129.5
知立東小学校 屋内運動場 1972 予防 区域内 継続 下位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 79.1 52.0 131.1
知立東小学校 プール棟 1969 事後 区域内 廃止または統合 下位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 70.2 12.0 82.2
知立西小学校 南棟 1973 予防 区域内 複合化または統合 上位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 95.7 72.0 167.7
知立西小学校 屋内運動場 1975 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 90.9 59.0 149.9
知立西小学校 北棟 2005 予防 区域内 複合化または統合 中位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 9.0 64.0 73.0
知立西小学校 プール 1974 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 67.7 19.0 86.7
八ツ田小学校 南棟 1976 予防 区域外 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 93.6 44.0 137.6
八ツ田小学校 屋内運動場 1977 予防 区域外 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 69.6 49.0 118.6
八ツ田小学校 北棟 1976 予防 区域外 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 100.3 44.0 144.3
八ツ田小学校 プール 1976 事後 区域外 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 60.0 9.0 69.0
知立南小学校 北棟 1979 予防 区域内 複合化または統合 中位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 68.5 64.0 132.5
知立南小学校 屋内運動場 1979 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 58.7 59.0 117.7
知立南小学校 南棟 2005 予防 区域内 複合化または統合 中位 医療救護所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 13.5 64.0 77.5
知立南小学校 プール 1979 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 55.4 19.0 74.4
知立中学校 校舎 1969 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 77.3 54.0 131.3
知立中学校 武道場 1983 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 50.5 54.0 104.5
知立中学校 技術棟 1984 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 40.6 54.0 94.6
知立中学校 屋内運動場 2001 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 35.2 59.0 94.2
知立中学校 プール棟 1970 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 59.2 19.0 78.2
知立中学校 クラブハウス棟・器具倉庫 1975 事後 区域内 継続 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 63.8 34.0 97.8
竜北中学校 南棟 1977 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 0.0 54.0 54.0
竜北中学校 北棟 1977 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 0.0 54.0 54.0
竜北中学校 木金工棟 1977 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 52.9 54.0 106.9
竜北中学校 屋内運動場 1977 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 76.2 59.0 135.2
竜北中学校 武道場 1984 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 62.8 54.0 116.8
竜北中学校 プール 1977 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 69.6 19.0 88.6
竜北中学校 クラブハウス棟 1977 事後 区域内 継続 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 52.9 34.0 86.9

知立南中学校 南棟 1981 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 2（維） 0.0 59.0 59.0
知立南中学校 屋内運動場 1981 予防 区域内 継続 中位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 54.5 64.0 118.5
知立南中学校 北棟 1982 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 2（維） 0.0 59.0 59.0
知立南中学校 木金工棟 1982 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 60.5 59.0 119.5
知立南中学校 柔剣道場 1985 予防 区域内 複合化または統合 中位 その他 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 49.7 59.0 108.7
知立南中学校 プール 1982 事後 区域内 廃止または統合 中位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 50.9 24.0 74.9
知立南中学校 器具庫クラブハウス倉庫 1982 事後 区域内 継続 下位 倉庫等 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 50.9 32.0 82.9

学校給食センター 学校給食センター 2008 予防 区域外 継続 下位 その他 4種 3（バ） 2（利） 2（維） 32.9 55.0 87.9
野外センター 管理棟 1995 事後 区域外 譲渡 下位 倉庫等 1種 2（バ） 1（利） 3（維） 74.6 7.0 81.6
知立保育園 園舎 1970 予防 区域内 移転または民営化 上位 その他 0種 1（バ） 1（利） 3（維） 47.2 47.0 94.2

来迎寺保育園 園舎 2006 予防 区域外 継続または民営化 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 3（維） 46.6 47.0 93.6
上重原保育園 園舎 1978 予防 区域外 継続または民営化 上位 その他 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 0.0 57.0 57.0
知立南保育園 園舎 2012 予防 区域外 継続または民営化 上位 指定避難所 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 0.0 57.0 57.0
逢妻保育園 園舎 1971 予防 区域内 継続または民営化 中位 指定避難所 0種 1（バ） 1（利） 3（維） 27.4 52.0 79.4
高根保育園 園舎 1972 事後 区域内 継続・複合化または民営化 上位 指定避難所 0種 1（バ） 1（利） 2（維） 68.7 47.0 115.7
新林保育園 園舎 1973 予防 区域内 継続または民営化 上位 その他 0種 1（バ） 1（利） 2（維） 54.5 60.0 114.5
八橋保育園 園舎 1974 事後 区域内 移転または民営化 上位 その他 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 78.0 49.0 127.0
宝保育園 園舎 1975 予防 区域内 継続または民営化 上位 その他 1種 1（バ） 1（利） 2（維） 80.8 65.0 145.8

上重原西保育園 園舎 1977 予防 区域内 継続または民営化 上位 指定避難所 1種 1（バ） 1（利） 3（維） 0.0 65.0 65.0
来迎寺児童センター 来迎寺児童センター 2006 予防 区域内 継続 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 41.4 62.0 103.4
昭和児童センター 昭和児童センター 1979 予防 区域内 継続・複合化 上位 指定避難所 0種 1（バ） 1（利） 2（維） 29.1 65.0 94.1
西児童センター 西児童センター 1981 予防 区域内 継続 上位 指定避難所 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 26.3 67.0 93.3

花山児童センター 花山児童センター 1994 予防 区域内 継続 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 37.4 62.0 99.4
南児童センター 南児童センター 2000 予防 区域内 継続・複合化 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 54.8 62.0 116.8
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表 工事優先度の算出結果一覧表（2/2） 

 

ここで、「知立市学校施設整備計画 H25.3」における建物の優先順位は以下の通り設定されてい

るが、今回の優先順位とは相違がある。これは、「知立市学校施設整備計画 H25.3」では、中性化試

験とトイレ整備の状況を考慮し、整備優先順位を決定しているが、今回の優先度評価では、全施設の

劣化状況に加え、重要度も横断的に評価しているためである。 

中性化試験については、中性化深さがいずれの校舎も鉄筋位置まで到達していないため、どの施

設も長寿命化可能と判断できること、試験結果のうち進行が大きい竜北中と知立南中は改修済である

こと、校舎以外の躯体調査は実施されていないことから、工事優先度評価は、今回算出した結果を使

用する。ただし、改修工事の実施順は、既存の計画を踏襲する。 

なお、上記の優先順位は工事の実施時期を定めるものではなく、部位修繕は現状の点検結果から

不具合が生じている施設について時期を定め、大規模改修や建替などは設置年度からの経過年数から

定めるため、工事費が予算を超過する年度において平準化する際に優先度評価を活用するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 棟名称
建築
年度

管理
方針

市街化
区域

将来的な
施設のあり方

利用
率

防災上の
重要拠点

不具合時
の影響度

バリア

フリー

利用者負

担の割合

施設維持

効率度

劣化
点数

重要度
点数

工事
優先度

八ツ田児童クラブ 八ツ田児童クラブ室 2001 事後 区域外 複合化 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 43.4 27.0 70.4
猿渡児童クラブ 猿渡児童クラブ室 2002 予防 区域外 継続 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 43.0 52.0 95.0
西児童クラブ 西児童クラブ室 2004 事後 区域内 複合化 上位 その他 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 36.8 37.0 73.8

花山児童クラブ 花山児童クラブ 1965 予防 区域内 継続 中位 その他 2種 2（バ） 1（利） 3（維） 70.7 54.0 124.7
来迎寺児童クラブ 来迎寺児童クラブ 2017 予防 区域内 継続 上位 その他 0種 3（バ） 1（利） 2（維） 0.0 65.0 65.0

来迎寺放課後子ども教室 来迎寺放課後子ども教室 2017 予防 区域内 継続 上位 その他 0種 3（バ） 1（利） 2（維） 0.0 65.0 65.0
中央子育て支援センター 中央子育て支援センター 2014 予防 区域内 複合化 下位 福祉避難所 1種 3（バ） 1（利） 1（維） 0.0 50.0 50.0
来迎寺子育て支援センター 来迎寺子育て支援センター 2006 予防 区域内 継続 上位 その他 0種 1（バ） 1（利） 1（維） 41.4 65.0 106.4
南子育て支援センター 南子育て支援センター 2013 予防 区域外 継続 上位 その他 0種 1（バ） 1（利） 2（維） 0.0 50.0 50.0

昭和老人憩の家 昭和老人憩の家 1973 事後 区域内 複合化 上位 その他 0種 1（バ） 1（利） 1（維） 57.9 40.0 97.9
老人福祉センター 老人福祉センター 1981 予防 区域内 継続 上位 指定避難所 3種 2（バ） 1（利） 2（維） 16.6 72.0 88.6
いきがいセンター いきがいセンター 2010 予防 区域外 継続 中位 福祉避難所 3種 2（バ） 1（利） 1（維） 17.2 59.0 76.2
地域福祉センター 地域福祉センター 1993 予防 区域外 継続 中位 その他 6種 3（バ） 1（利） 2（維） 46.5 57.0 103.5
地域福祉センター 作業棟 1993 事後 区域外 継続 中位 その他 0種 3（バ） 1（利） 2（維） 27.7 37.0 64.7

身体障害者福祉センター 身体障害者福祉センター 1981 予防 区域内 統合 下位 指定避難所 1種 2（バ） 1（利） 1（維） 16.6 47.0 63.6
かとれあワークス かとれあワークス 2000 予防 区域内 継続または移転 下位 福祉避難所 0種 2（バ） 1（利） 2（維） 63.1 52.0 115.1

保健センター 保健センター 1983 予防 区域内 継続または移転 下位 保健活動拠点 3種 2（バ） 1（利） 2（維） 76.0 62.0 138.0
西丘文化センター 西丘文化センター 1981 予防 区域内 複合化 中位 指定避難所 0種 2（バ） 1（利） 1（維） 22.2 49.0 71.2

児童発達支援センター 児童発達支援センター 2014 予防 区域内 複合化 下位 福祉避難所 1種 3（バ） 1（利） 1（維） 0.0 50.0 50.0
知立市役所本庁舎 本庁舎 1978 予防 区域内 継続 上位 災害対策本部 2種 3（バ） 1（利） 2（維） 62.4 80.0 142.4
知立市役所本庁舎 現業棟 1978 事後 区域内 継続 上位 災害対策本部 0種 3（バ） 1（利） 2（維） 52.5 65.0 117.5
知立市役所本庁舎 新現業棟 2005 事後 区域内 継続 上位 災害対策本部 0種 3（バ） 1（利） 2（維） 33.9 65.0 98.9

市営本田住宅 A 1971 事後 区域外 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 2（維） 100.6 17.0 117.6
市営本田住宅 B 1971 事後 区域外 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 2（維） 90.1 17.0 107.1
市営中山住宅 A 1970 事後 区域内 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 80.3 22.0 102.3
市営中山住宅 B 1972 事後 区域内 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 79.1 22.0 101.1
市営中山住宅 C 1973 事後 区域内 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 68.2 22.0 90.2
市営中山住宅 D 1973 事後 区域内 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 78.5 22.0 100.5
市営中山住宅 E 1974 事後 区域内 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 47.3 22.0 69.3
市営中山住宅 F 1975 事後 区域内 統合 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 43.5 22.0 65.5
市営八橋住宅 A 1979 予防 区域外 継続 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 32.4 37.0 69.4
市営八橋住宅 B 1980 予防 区域外 継続 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 32.1 37.0 69.1
市営八橋住宅 C 1981 予防 区域外 継続 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 31.9 37.0 68.9
市営八橋住宅 D 1982 予防 区域外 継続 下位 その他 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 31.6 37.0 68.6
市営八橋住宅 集会所 1981 予防 区域外 継続 下位 指定避難所 0種 2（バ） 2（利） 3（維） 31.9 42.0 73.9
市営高場住宅 市営高場住宅 2011 予防 区域内 継続 下位 その他 1種 2（バ） 2（利） 3（維） 0.0 52.0 52.0

逢妻浄苑 火葬場 1970 事後 区域内 継続 下位 その他 1種 1（バ） 2（利） 1（維） 48.7 50.0 98.7
逢妻浄苑 管理棟 1970 事後 区域内 継続 下位 その他 1種 1（バ） 2（利） 1（維） 59.2 50.0 109.2

八橋史跡保存館 八橋史跡保存館 1985 事後 区域内 統合 下位 その他 1種 2（バ） 1（利） 2（維） 49.7 27.0 76.7

図 知立市学校施設整備計画 H25.3における優先順位の考え方 



 

 

69 

７．修繕工事の平準化と年次計画（以下、公共施設保全計画改訂版を抜粋） 

７－１平準化の考え方 

施設の修繕時期等が一定期間に集中した場合、予算の制約上、修繕費を平準化する必要がある。

修繕工事の平準化では、集中した費用について、工事優先度の優劣による先送りの措置を行う。 

（図表）建替費等の平準化のイメージ 
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の試算イメージ 

耐用年数を迎えた時点で建替の費
用を計上しているため、グラフに
凹凸が生じる。 

長寿命化することにより、事後保
全型管理に比べて建替費及び累計
が低減される。 

予防保全型管理に対し、予算の目安
を設定することで、一定期間ごとに
平準化される。 

費用累計 

総コスト縮減 

建替費等の平準化 

当該年度で予定されている

工事のうち、工事優先度が

低い施設を次年度に先送り 
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７－２平準化の条件 

修繕工事の平準化に当たっての条件を以下に示す。 

 

表 平準化の条件 

条件 内容 

年間 

上限額 

・2020 年度～2029 年度の 10 年間：7.3 億円/年（総合管理計画より） 

・2030 年度～2044 年度の 15 年間：必要額の平均額 12.5 億円/年 

※各施設の工事費によっては、予算制約により、工事優先度が高い施設でも工事優先

度が低い施設より先送りされる場合がある。 

例）ある年度の残予算が 1 億円の場合、工事費 3 億円の公共施設（優先度点数 200

点）は先送りされ、工事費 1 億円の公共施設（優先度点数 180 点）はその年度

に計上される。 

先送り 

限度年

数 

・大規模改修、建替、定期修繕とも 10 年 

※先送り順は、定期修繕、大規模改修、建替に関わらず、前述の工事優先度結果に基

づき設定する。 

既存 

計画 

・保育園の実施時期は、「知立市保育所整備計画 H30.12」との整合を図る。 

・学校施設の実施順は、「知立市学校施設整備計画 H25.3」との整合を図る（校舎を

優先）。 
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７－３平準化の結果 

（１） 既存計画の反映前 

予防保全型管理を取り入れた試算について、平準化した結果を以下に示す。2020 年度～2026 年度

（短期計画の期間）では、積み残し分の大規模改修費が集中しており、現状で劣化が生じている部位

の定期修繕の一部は先送りされる。 

2030 年度以降では、過去の投資的経費を上回るが、当該時期の状況と劣化の具合によって、修繕

の実施の判断を行うとともに、施設の再配置によるコスト縮減が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 予防保全型管理を取り入れた試算の平準化結果 

 

（２）既存計画の反映後 

上記の試算結果に対し、既存計画（学校施設、保育所、2020 年度～2021 年度予定工事）を反映し

た場合の試算結果を以下に示す。直近の 2020 年度～2026 年度は、学校施設（校舎）と保育園を優先

するため、年間平均で約 7.5 億円/年となるが、その後の 2027 年度～2029 年度においては、年間平均

で約 9.8 億円/年となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 平準化結果に既存計画を反映した結果 
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定期修繕費 大規模改修費 建替費 設計費

短期計画の期間 

今後 25年間の施設の修繕・建

替等に係る費用の見込み 
 

定期修繕費： 106 億円 

大規模改修費： 92 億円 

建替費：    38 億円 

設計費：    24 億円  

費用総額：  260 億円   
 

将来必要となる 

費用 

約 10.4 億円/年 

（現状の約 1.4 倍）  

一般会計（公共施設）の

過去の投資的経費 

約 7.3 億円/年 

（総合管理計画より） 

差額 

約 3.1 億円/年  

円 

短期計画の期間 

今後 25年間の施設の修繕・建替

等に係る費用の見込み 
 

定期修繕費：  97 億円 

大規模改修費： 93 億円 

建替費：    38 億円 

設計費：    23 億円  

費用総額：  251 億円   
 

将来必要となる 

費用 

約 10.0 億円/年 

（現状の約 1.4 倍）  

一般会計（公共施設）の

過去の投資的経費 

約 7.3 億円/年 

（総合管理計画より） 

差額 

約 2.7 億円/年  

円 

2020年度～2026年度 

平均約 7.5億円/年 

2027年度～2029年度 

平均約 9.8億円/年 
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定期修繕は、各部位の状態が C～D 判定相当まで劣化したタイミングで行われる。2015 年に調査

した公共施設のうち、調査時点で A～B 判定とされた部位でも、劣化の進展により短期計画の期間内

に修繕が必要となる可能性がある。しかし、本市では既に劣化が顕在化している公共施設が多数ある

こと、優先度が低い施設でも劣化の進展に伴い利用者被害等の懸念があること、予算も限られる中で

長寿命化を図るための大規模改修が積み残されていること等から、短期計画における定期修繕の対象

は、既に劣化が顕在化している C～D 判定と診断された部位を優先とし、現状で A～B 判定と想定さ

れる部位は、先送りするものとする。 

７－４短期計画（2020 年度～2026 年度）（学校施設分を抜粋標記） 

（１）工事の内容 

短期計画（2020 年度～2026 年度）において必要な工事は以下の通り。 

 

【建替】」 

・事後保全型管理で、短期計画の期間内に築年数が 60 年経過する建築物→該当なし 

（知立小学校-プールが該当するが、優先度が低いため先送り） 

 

【大規模改修】 

・予防保全型管理を行う建築物のうち、既に築年数が 40 年以上経過している建築物、 

または短期計画の期間内（2020 年度～2026 年度）に築年数が 40 年経過する建築物 

・改修対象部位は、屋根、外壁、機械設備、電気設備、屋外の 5 部位 

（学校施設と子ども支援施設は内装も含む 6 部位） 

 

【定期修繕】 

・調査の結果、C～D 判定となった部位の定期修繕 

※大規模改修を行う施設は、定期修繕を計上しない 

 

 短期計画において対象とする定期修繕について  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【部分改修】 

・社会的な要求水準に対応した部分的な改修（トイレの改修、設備類の更新、用途変更等の、既存計

画等で位置付けられている部分的な改修） 

 

（２）短期計画の内容（大規模改修、建替、部分改修を対象） 

以下に 2026 年度までの工事内容と概算工事費を示す（大規模改修、建替、部分改修を対象）。短

期計画の期間においては、12 棟の大規模改修、2 棟の建替、20 棟の部分改修を行う内容となり、こ

れらの工事において年間で約 6.3 億円/年（設計費は別途）必要であることが想定される。 
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表 短期計画の内容一覧（大規模改修、建替、部分改修を対象）（学校施設を抜粋表記） 

施設名 棟名 建築年度 
経過年数 

2019 時点 
工事内容 

工事費 

（千円） 

知立小学校 北棟 1967 52 大規模改修（トイレ以外） 353,793 

猿渡小学校  南棟西 1971 48 部分改修（トイレのみ） 28,000 

 北棟 1966 53 部分改修（トイレのみ） 50,000 

 南棟東 1992 27 部分改修（トイレのみ） 13,000 

 東棟 2007 22 部分改修（トイレのみ） 14,000 

八ツ田小学校  南棟 1976 43 部分改修（トイレのみ） 95,000 

 北棟 1976 43 部分改修（トイレのみ） 55,000 

知立東小学校  校舎 1966 53 部分改修（トイレのみ） 60,000 

知立小学校 南棟 1965 54 大規模改修（トイレ以外） 159,949 

猿渡小学校 北棟 1966 53 大規模改修（トイレ以外） 214,737 

猿渡小学校  南棟西 1971 48 大規模改修（トイレ以外） 91,299 

知立西小学校 南棟 1973 46 部分改修（トイレのみ） 70,700 

 北棟 2005 14 部分改修（トイレのみ） 14,000 

知立南小学校 北棟 1979 40 部分改修（トイレのみ） 111,520 

 南棟 2005 14 部分改修（トイレのみ） 24,000 

知立中学校 校舎 1969 50 部分改修（トイレのみ） 169,400 

八ツ田小学校 南棟 1976 43 大規模改修（トイレ以外） 180,400 

八ツ田小学校 北棟 1976 43 大規模改修（トイレ以外） 126,039 

知立南小学校 北棟 1979 40 大規模改修（トイレ以外） 389,438 

来迎寺小学校 北棟 1967 52 大規模改修（トイレ以外） 294,525 

知立西小学校 南棟 1973 46 大規模改修（トイレ以外） 467,073 

※1：設計費は、工事実施年の前年度に工事費の 1 割として別途見込まれる。 

※2：上記の工事費は、第 6 章で示した試算方法（建替単価：円/㎡）から算出された概算費用で
あるため、実際の工事金額とは異なることに注意すること。なお、部分改修の工事費は「第
6 次知立市総合計画実施計画（2020 年度～2022 年度）」の採択額による。 

 

（３）短期計画の内容（定期修繕を対象） 

以下に 2026 年度までの定期修繕を対象とした工事内容と概算工事費を示す。短期計画の期間にお

いては、公共施設 52 棟の定期修繕を行う内容となり、定期修繕では年間で約 0.4 億円/年（設計費は

別途）必要であることが想定される。ただし、定期修繕の内容は過去の調査結果や経過年数からによ

るもののため、工事に当たっては事前に現地で劣化状況を確認する必要がある。 

 

表 短期計画の内容一覧（学校施設を抜粋表記） 

施設名 棟名 部位 1 部位 2 部位 3 工事費（千円） 

竜北中学校 クラブハウス棟 内装   977 

猿渡小学校 東棟 外壁   3,754 

猿渡小学校 プール棟 内装   1,647 

来迎寺小学校  東棟 外壁 内装  11,927 

来迎寺小学校  南棟 外壁   1,999 

来迎寺小学校 屋内運動場 屋根   3,032 

来迎寺小学校 プール棟 内装 機械  3,397 

知立東小学校 プール棟 内装 屋根  3,438 

知立西小学校 プール棟 内装 機械 電気 3,081 

八ツ田小学校 プール棟 内装 機械  1,642 

知立南小学校 プール棟 機械 電気  1,032 

知立中学校 クラブハウス棟・器具倉庫 屋根 電気  1,251 

知立中学校 プール棟 屋根   2,810 

竜北中学校 プール棟 内装 電気  4,341 

知立南中学校 プール棟 内装   4,158 

知立南中学校 器具庫クラブハウス倉庫 内装   991 

来迎寺保育園  内装 機械  74,379 

※設計費は、工事実施年の前年度に工事費の 1 割として別途見込まれる。 

 

 

 

凡例

：C判定

：D判定
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７－５年次計画（2020 年度～2044 年度） 

以下に 2020 年度～2044 年度の計画期間の年次計画を示す。 

（知立市公共施設改訂版より学校施設を抜粋） 
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立

南
中

学
校

‐南
棟

知
立

南
中

学
校

‐北
棟

知
立

中
学

校
‐プ

ー
ル

棟
知

立
南

中
学

校
‐柔

剣
道

場

学
校

施
設

猿
渡

小
学

校
‐東

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐南

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐東

棟
猿

渡
小

学
校

‐南
棟

東

知
立

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

猿
渡

小
学

校
‐プ

ー
ル

来
迎

寺
小

学
校

‐屋
内

運
動

場
来

迎
寺

小
学

校
‐プ

ー
ル

知
立

西
小

学
校

‐北
棟

知
立

西
小

学
校

‐プ
ー

ル
八

ツ田
小

学
校

‐プ
ー

ル
知

立
南

小
学

校
‐プ

ー
ル

知
立

南
小

学
校

‐南
棟

知
立

小
学

校
‐北

棟
猿

渡
小

学
校

‐北
棟

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
西

猿
渡

小
学

校
‐東

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐北

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐東

棟
知

立
西

小
学

校
‐南

棟
八

ツ田
小

学
校

‐南
棟

八
ツ田

小
学

校
‐北

棟
知

立
南

小
学

校
‐北

棟

知
立

小
学

校
‐南

棟
知

立
小

学
校

‐プ
ー

ル
知

立
小

学
校

‐屋
内

運
動

場
知

立
西

小
学

校
‐北

棟
知

立
南

小
学

校
‐プ

ー
ル

猿
渡

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

東
小

学
校

‐校
舎

知
立

東
小

学
校

‐屋
内

運
動

場
知

立
西

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

八
ツ田

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

南
小

学
校

‐屋
内

運
動

場

知
立

小
学

校
‐北

棟
猿

渡
小

学
校

‐北
棟

来
迎

寺
小

学
校

‐南
棟

知
立

南
小

学
校

‐プ
ー

ル
棟

知
立

南
小

学
校

‐南
棟

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
西

猿
渡

小
学

校
‐東

棟
猿

渡
小

学
校

‐プ
ー

ル
来

迎
寺

小
学

校
‐北

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐東

棟
知

立
西

小
学

校
‐南

棟
猿

渡
小

学
校

‐南
棟

東
八

ツ田
小

学
校

‐南
棟

八
ツ田

小
学

校
‐北

棟
知

立
南

小
学

校
‐北

棟

知
立

中
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

中
学

校
‐プ

ー
ル

棟
知

立
中

学
校

‐ク
ラブ

ハ
ウ

ス
棟

・器
具

倉
庫

竜
北

中
学

校
‐プ

ー
ル

竜
北

中
学

校
‐ク

ラブ
ハ

ウ
ス

棟
知

立
南

中
学

校
‐プ

ー
ル

知
立

南
中

学
校

‐器
具

庫
クラ

ブハ
ウ

ス
倉

庫
竜

北
中

学
校

‐南
棟

竜
北

中
学

校
‐北

棟
知

立
南

中
学

校
‐南

棟
知

立
南

中
学

校
‐北

棟

知
立

中
学

校
‐技

術
棟

知
立

中
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

南
中

学
校

‐プ
ー

ル
知

立
南

中
学

校
‐器

具
庫

クラ
ブハ

ウ
ス

倉
庫

知
立

中
学

校
‐校

舎
竜

北
中

学
校

‐屋
内

運
動

場
知

立
南

中
学

校
‐屋

内
運

動
場

経
過

年
工

事
年

度

表
 
年
次
計
画
（
外
壁
-定

期
修
繕
）
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1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25

小
学

校

中
学

校

２０
２０

～
２０

２４
２０

２５
～

２０
２９

２０
３０

～
２０

３４
２０

３５
～

２０
３９

２０
４０

～
２０

４４
経

過
年

工
事

年
度

竜
北

中
学

校
‐木

金
工

棟
知

立
南

中
学

校
‐木

金
工

棟
知

立
中

学
校

‐武
道

場
竜

北
中

学
校

‐南
棟

竜
北

中
学

校
‐北

棟
知

立
南

中
学

校
‐南

棟
知

立
南

中
学

校
‐北

棟
知

立
中

学
校

‐プ
ール

棟

学
校

施
設

猿
渡

小
学

校
‐プ

ール
知

立
西

小
学

校
‐プ

ール
来

迎
寺

小
学

校
‐東

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐プ

ール
知

立
東

小
学

校
‐プ

ール
棟

八
ツ田

小
学

校
‐プ

ール

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
東

来
迎

寺
小

学
校

‐南
棟

来
迎

寺
小

学
校

‐屋
内

運
動

場
知

立
南

小
学

校
‐南

棟
知

立
南

小
学

校
‐プ

ール
知

立
小

学
校

‐屋
内

運
動

場
猿

渡
小

学
校

‐東
棟

知
立

西
小

学
校

‐北
棟

知
立

小
学

校
‐北

棟
猿

渡
小

学
校

‐北
棟

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
西

来
迎

寺
小

学
校

‐北
棟

来
迎

寺
小

学
校

‐東
棟

来
迎

寺
小

学
校

‐プ
ール

知
立

西
小

学
校

‐南
棟

八
ツ田

小
学

校
‐南

棟
八

ツ田
小

学
校

‐北
棟

八
ツ田

小
学

校
‐プ

ール
知

立
南

小
学

校
‐北

棟

知
立

小
学

校
‐南

棟
知

立
小

学
校

‐プ
ール

知
立

南
小

学
校

‐南
棟

知
立

南
小

学
校

‐プ
ール

猿
渡

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

東
小

学
校

‐校
舎

知
立

東
小

学
校

‐屋
内

運
動

場
知

立
西

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

八
ツ田

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

南
小

学
校

‐屋
内

運
動

場

知
立

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

猿
渡

小
学

校
‐東

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐南

棟
知

立
東

小
学

校
‐プ

ール
棟

知
立

西
小

学
校

‐北
棟

知
立

小
学

校
‐北

棟
猿

渡
小

学
校

‐北
棟

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
西

猿
渡

小
学

校
‐プ

ール
来

迎
寺

小
学

校
‐北

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐東

棟
知

立
西

小
学

校
‐南

棟
八

ツ田
小

学
校

‐南
棟

八
ツ田

小
学

校
‐北

棟
知

立
南

小
学

校
‐北

棟

竜
北

中
学

校
‐ク

ラブ
ハ

ウス
棟

竜
北

中
学

校
‐プ

ール
知

立
南

中
学

校
‐プ

ール
知

立
南

中
学

校
‐器

具
庫

クラ
ブハ

ウス
倉

庫

知
立

中
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

中
学

校
‐プ

ール
棟

知
立

中
学

校
‐ク

ラブ
ハ

ウス
棟

・器
具

倉
庫

竜
北

中
学

校
‐南

棟
竜

北
中

学
校

‐北
棟

知
立

南
中

学
校

‐南
棟

知
立

南
中

学
校

‐北
棟

竜
北

中
学

校
‐プ

ール
竜

北
中

学
校

‐ク
ラブ

ハ
ウス

棟
知

立
南

中
学

校
‐プ

ール
知

立
南

中
学

校
‐器

具
庫

クラ
ブハ

ウス
倉

庫

知
立

中
学

校
‐技

術
棟

知
立

中
学

校
‐屋

内
運

動
場

竜
北

中
学

校
ー武

道
場

知
立

中
学

校
‐校

舎
竜

北
中

学
校

‐屋
内

運
動

場
知

立
南

中
学

校
‐屋

内
運

動
場

知
立

南
中

学
校

‐柔
剣

道
場

表
 
年
次
計
画
（
内
装
-定

期
修
繕
）
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1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25

小学
校

中学
校

知立
中学

校‐
校舎

知立
中学

校‐
技術

棟
竜北

中学
校ー

武道
場

竜北
中学

校‐
屋内

運動
場

知立
南中

学校
‐屋

内運
動場

知立
南中

学校
‐柔

剣道
場

学校 施設

来迎
寺小

学校
‐プ

ール
知立

西小
学校

‐プ
ール

八ツ
田小

学校
‐プ

ール
知立

南小
学校

‐プ
ール

来迎
寺小

学校
‐屋

内運
動場

知立
南小

学校
‐南

棟

知立
小学

校‐
屋内

運動
場

猿渡
小学

校‐
東棟

来迎
寺小

学校
‐東

棟
知立

西小
学校

‐北
棟

知立
小学

校‐
北棟

猿渡
小学

校‐
北棟

猿渡
小学

校‐
南棟

西
来迎

寺小
学校

‐北
棟

知立
西小

学校
‐南

棟
八ツ

田小
学校

‐南
棟

八ツ
田小

学校
‐北

棟
知立

南小
学校

‐北
棟

知立
小学

校‐
南棟

知立
小学

校‐
プー

ル
猿渡

小学
校‐

屋内
運動

場
知立

東小
学校

‐校
舎

知立
東小

学校
‐屋

内運
動場

知立
西小

学校
‐屋

内運
動場

八ツ
田小

学校
‐屋

内運
動場

知立
南小

学校
‐屋

内運
動場

知立
中学

校‐
屋内

運動
場

知立
中学

校‐
クラ

ブハ
ウス

棟・
器具

倉庫
竜北

中学
校‐

プー
ル

竜北
中学

校‐
クラ

ブハ
ウス

棟
知立

南中
学校

‐プ
ール

知立
南中

学校
‐器

具庫
クラ

ブハ
ウス

倉庫

竜北
中学

校‐
南棟

竜北
中学

校‐
北棟

知立
南中

学校
‐南

棟
知立

南中
学校

‐北
棟

２０
２０

～２
０２

４
２０

２５
～２

０２
９

２０
３０

～２
０３

４
２０

３５
～２

０３
９

２０
４０

～２
０４

４
経過

年
工事

年度

表
 
年
次
計
画
（
機
械
設
備
-定

期
修
繕
）
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1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25

小学
校

中学
校

知立
中学

校‐
クラ

ブハ
ウス

棟・
器具

倉庫
竜北

中学
校‐

プー
ル

知立
中学

校‐
屋内

運動
場

竜北
中学

校‐
クラ

ブハ
ウス

棟
知立

南中
学校

‐器
具庫

クラ
ブハ

ウス
倉庫

知立
南中

学校
‐プ

ール

竜北
中学

校‐
南棟

竜北
中学

校‐
北棟

知立
南中

学校
‐南

棟
知立

南中
学校

‐北
棟

知立
中学

校‐
技術

棟
竜北

中学
校ー

武道
場

知立
中学

校‐
校舎

竜北
中学

校‐
屋内

運動
場

知立
南中

学校
‐屋

内運
動場

知立
南中

学校
‐柔

剣道
場

学校 施設

知立
西小

学校
‐プ

ール
知立

南小
学校

‐プ
ール

来迎
寺小

学校
‐プ

ール
八ツ

田小
学校

‐プ
ール

来迎
寺小

学校
‐屋

内運
動場

来迎
寺小

学校
‐東

棟

知立
小学

校‐
屋内

運動
場

猿渡
小学

校‐
東棟

知立
西小

学校
‐北

棟
知立

南小
学校

‐南
棟

知立
小学

校‐
北棟

猿渡
小学

校‐
北棟

猿渡
小学

校‐
南棟

西
来迎

寺小
学校

‐北
棟

知立
西小

学校
‐南

棟
八ツ

田小
学校

‐南
棟

八ツ
田小

学校
‐北

棟
知立

南小
学校

‐北
棟

知立
小学

校‐
南棟

知立
小学

校‐
プー

ル
猿渡

小学
校‐

屋内
運動

場
知立

東小
学校

‐校
舎

知立
東小

学校
‐屋

内運
動場

知立
西小

学校
‐屋

内運
動場

八ツ
田小

学校
‐屋

内運
動場

知立
南小

学校
‐屋

内運
動場

２０
２０

～２
０２

４
２０

２５
～２

０２
９

２０
３０

～２
０３

４
２０

３５
～２

０３
９

２０
４０

～２
０４

４
経過

年
工事

年度

表
 
年
次
計
画
（
電
気
設
備
-定

期
修
繕

）
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1
2

3
4

5
6

7
8

9
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

21
22

23
24

25

小
学

校

中
学

校

知
立

中
学

校
‐武

道
場

竜
北

中
学

校
‐木

金
工

棟
知

立
南

中
学

校
‐木

金
工

棟
知

立
中

学
校

‐プ
ー

ル
棟

竜
北

中
学

校
‐南

棟
竜

北
中

学
校

‐北
棟

知
立

南
中

学
校

‐南
棟

知
立

南
中

学
校

‐北
棟

学
校

施
設

知
立

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

八
ツ田

小
学

校
‐プ

ー
ル

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
東

猿
渡

小
学

校
‐東

棟
猿

渡
小

学
校

‐プ
ー

ル
来

迎
寺

小
学

校
‐南

棟
来

迎
寺

小
学

校
‐屋

内
運

動
場

来
迎

寺
小

学
校

‐東
棟

来
迎

寺
小

学
校

‐プ
ー

ル
知

立
西

小
学

校
‐北

棟
知

立
西

小
学

校
‐プ

ー
ル

知
立

南
小

学
校

‐南
棟

知
立

南
小

学
校

‐プ
ー

ル
知

立
小

学
校

‐北
棟

知
立

小
学

校
‐南

棟
知

立
小

学
校

‐プ
ー

ル
猿

渡
小

学
校

‐北
棟

猿
渡

小
学

校
‐南

棟
西

来
迎

寺
小

学
校

‐北
棟

知
立

西
小

学
校

‐南
棟

八
ツ田

小
学

校
‐南

棟
八

ツ田
小

学
校

‐北
棟

知
立

南
小

学
校

‐北
棟

猿
渡

小
学
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８．長寿命化計画の継続的運用方針（保全計画の推進に向けて） 

（以下、公共施設保全計画改訂版より一部抜粋加筆） 

８－１保全計画に基づく事業の流れ 

本計画の策定後は、公共施設の効率的な維持管理を実践するために、以下のフローに従い事業を推

進していく。以下のフローは、基本的に保全計画における 1 期間（5 年）に 1 回を目安とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８－２工事データの蓄積と分析 

建築物の将来の改修工事や建替工事の費用について、本計画ではこれまでの実績を参考に算出し

たが、実績はまだ十分に蓄積されていない。 

将来に必要な工事費については、今後も工事データを蓄積、分析し、精度を向上することが必要

である。 

 

参考にした工事データ 

「新築工事」                 「改修工事 未実施分含む」 

・知立南保育園（2012 年度建築）        ・知立南中学校南棟（2014 年度改修） 

・中央子育て支援センター（2014 年度建築）   ・知立南中学校北棟（2015 年度改修） 

・市営高場住宅（2011 年度建築）        ・竜北中学校南棟（2016 年度改修） 

・来迎寺児童クラブ（2017 年度建築）      ・竜北中学校北棟（2017 年度改修） 

・知立小学校南棟（2019 年度設計図書より） 

・知立小学校北棟（2019 年度設計図書より） 

 

 

 

保全計画対象施設の 
データ収集・整理 

簡易点検 
の実施 

（5年に 1回） 

施設所管課又は施設管理者への
聞き取り調査 

点検結果・調査結果の集約 

保全計画への反映 

計画の実施・見直し 
（内容は必要に応じて毎年見直す） 

工事の実施 
（毎年） 

財務課 施設所管課 

施設管理者 等 

知立市公共施設等総合管理計画 

連携 

報告 

予算配分 
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８－３推進体制等の整備（公共施設簡易点検の実施と劣化状況の見直し） 

公共施設の劣化状況を適切に把握し長寿命化を図るために、「知立市公共施設簡易点検マニュア

ル」をもとに点検を実施するとともに、日常的な維持管理も適切に実施する必要がある。また、本計

画において評価した公共施設の劣化度や工事優先度を、今後も定期的に見直すことにより、常に現状

の公共施設の状態を把握し、建替等の実施時期の最適化を図ることが重要である。 

簡易点検マニュアルは、「施設管理者のための建築物の簡易な劣化判定ハンドブック 平成 31 年版

（一財）建築保全センター」を基にしており、施設管理課または施設管理者による簡易な点検を実施

し建築物の確実な長寿命化を図ることを目的としている。 

上記のような点検や計画の推進は施設管理者が行うことを原則としているが、将来的には、点検

や保全計画への反映等を含めた包括管理を専門家に委託する必要性がでてくることも考えられる。包

括管理を委託することで、専門家の良質な管理に対する考えが全施設の管理方針に一律に反映しやす

くなり、計画を進める上での「ＰＤＣＡサイクル」も回しやすくなることが考えられる。 

（知立市公共施設保全計画改訂版 本編 P95） 

 

８－４フォローアップ 

（１）計画の進行管理と見直し 

総合管理計画は、概ね 10 年ごとに検証し、定期的に見直しを図ることとしている。公共施設保全

計画は総合管理計画に続く個別施設計画に当たり、総合管理計画と合わせて見直すことに加え、知立

市公共施設保全計画（改訂版）の実施状況、その進捗状況等を検証し、計画の上下関係にとらわれず、

互いに反映し合いながら柔軟に公共施設マネジメントの推進を図る。学校施設についても、同様とす

る。 

（２）公共施設の複合化による適正保有量について 

「総合管理計画では、公共施設の基本方針として「複合化による適正保有量の実現と新たな賑わ

いの創出」が挙げられている。本計画では、短期計画として改修工事等の優先性の高い公共施設を抽

出したが、これらの公共施設の改修工事のタイミングで、周辺施設の公共施設との複合化について検

討が必要である。適正保有量の実現に向けては、各学校区等で必要な公共施設を整理し、複合化の可

能性についてより具体的な配置案が必要となる。」と知立市公共施設保全計画改訂版で謳っている。  

学校施設については、学校施設に要求されている時代に即した機能を、複合化により高めることを念

頭に検討に当たるものとする。 

 

【参考文献】 

・学校施設の長寿命化改修の手引 平成 26 年 1 月 文部科学省 

・学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き 平成 27 年 4 月 文部科学省 

・学校施設の長寿命化改修に関する事例集 平成 29 年 3 月 文部科学省 

・学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 平成 29 年 3 月 文部科学省 

・学校トイレノウハウブック 平成 29 年 4 月 学校のトイレ研究会 

・平成 31 年版 建築物のライフサイクルコスト 令和元年 5 月 （一財）建築保全センター 

・知立市公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針 平成 26 年 2 月 1 日施行 

・知立市ユニバーサルデザイン基本計画 2019 年 3 月 

・知立市人にやさしい街づくり推進計画 2010 平成 22 年 3 月 

・知立市公共施設保全計画改訂版 令和２年３月 知立市 


